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Ⅰ．調査概要 

 

【調査目的】 

東京商工会議所 中小企業委員会は、会員企業の経営実態に即した支援策の実現を目指し、

例年、｢中小企業施策に関する要望｣を国、東京都をはじめ、関係各方面に提出している。 

本調査は、中小企業が抱える経営課題等を広く聴取し、要望事項の取りまとめに供するた

め会員中小企業・小規模事業者を対象に行ったもの。 

 

 

【調査対象】 

中小企業・小規模事業者 ８，８６５社  

回答数 １，４５８社(うち、従業員数２０人以下８０６社、５５．２％) 

回収率 １６．４％ 

 

 

【調査期間】 

２０１７年１月５日(木)～１月２５日(水) 

 

 

【調査方法】 

 郵送による調査票の送付、ＦＡＸ・メール・ＷＥＢによる回答 

 メール・ＷＥＢによる調査の配信、ＷＥＢによる回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※前回調査 

【調査対象】７，８４４社 

【回 答 数】１，３４１社(２０人以下５２．０％) 

【回 収 率】１７．１％ 

【調査期間】２０１６年１月５日(火)～１月２５日(月) 

【調査方法】郵送による調査票の送付、ＦＡＸによる回答 

【業種構成】製造業 27.1%、建設業 17.0%、卸売業 28.0%、小売業 7.1%、サービス業 20.7% 
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Ⅱ．回答企業の属性 

○業種別 

「サービス業」（３２．４％）、「卸売業」（２５．６％）からの回答が多い。 

 

○従業員数(役員を除き、常時使用する従業員数) 

「６～２０人以下」(３０．９％)の企業が最も多く、続いて、「０～５人以下」(２４．３％)、

「２１～５０人以下」(２４．２％)となっており、比較的規模の小さい２０人以下の企業が

５割強(５５．２％)を占めている。 

 

○資本金 

「１千万円超～３千万円以下」(３２．４％)の企業が最も多く、次いで「５００万円超～

１千万円以下」(２６．１％)となっている。個人事業主を含む１千万円以下の企業は４割(４

０．７％)となっている。 

 

○業歴 

「５０年超」(４０．５％)が最も多く、全体では２０年超の業歴を持つ企業が８割(８０．

８％)を占めている。 

 

○売上高(年間) 

「１億円～５億円未満」(３３．４％)が最も多く、次いで「１０億~５０億円未満」(２５．

０％)、「５億円～１０億円未満」(１４．１％)と続いている。 

 

 

■業種 

 

 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
製造業 331 22.7% 37 10.4% 79 17.5% 99 28.0% 57 32.8% 53 49.5%
建設業 198 13.6% 35 9.9% 79 17.5% 52 14.7% 21 12.1% 10 9.3%
卸売業 373 25.6% 78 22.0% 138 30.6% 100 28.3% 37 21.3% 17 15.9%
小売業 84 5.8% 44 12.4% 24 5.3% 8 2.3% 6 3.4% 2 1.9%
サービス業 472 32.4% 161 45.4% 131 29.0% 94 26.6% 53 30.5% 25 23.4%

運輸業 57 3.9% 6 1.7% 12 2.7% 12 3.4% 15 8.6% 9 8.4%
不動産業 64 4.4% 35 9.9% 21 4.7% 5 1.4% 1 0.6% 2 1.9%
飲食業 23 1.6% 10 2.8% 5 1.1% 6 1.7% 1 0.6% 0 0.0%
出版業 18 1.2% 3 0.8% 12 2.7% 2 0.6% 1 0.6% 0 0.0%
ソフトウェア・情報処理業 79 5.4% 24 6.8% 24 5.3% 20 5.7% 9 5.2% 2 1.9%
法人向けサービス業 174 11.9% 60 16.9% 45 10.0% 35 9.9% 22 12.6% 10 9.3%
個人向けサービス業 57 3.9% 23 6.5% 12 2.7% 14 4.0% 4 2.3% 2 1.9%

1458 100% 355 100% 451 100% 353 100% 174 100% 107 100%

101～300人
【規模別業種】

全規模 0～5人 6～20人 21～50人 51～100人

【業種】 件数 ％
製造業 331 22.7%
建設業 198 13.6%
卸売業 373 25.6%
小売業 84 5.8%
サービス業 472 32.4%

1458 100%

製造業
22.7%

建設業
13.6%

卸売業
25.6%

小売業
5.8%

サービス業
32.4%

(n=1458)
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■従業員数 

 

■資本金 

 

 

 

■業歴 

 

 

 

■売上高 

 

【従業員数】 件数 ％
0～5人以下 355 24.3%
6～20人以下 451 30.9%
21～50人以下 353 24.2%
51～100人以下 174 11.9%
101～300人以下 107 7.3%
301人～ 18 1.2%

1458 100%

【資本金】 件数 ％
個人事業主 51 3.5%
500万円以下 162 11.1%
500万円超～1千万円以下 380 26.1%
1千万円超～3千万円以下 473 32.4%
3千万円超～5千万円以下 196 13.4%
5千万円超～1億円以下 162 11.1%
1億円超～3億円以下 27 1.9%
3億円超 7 0.5%

1458 100%

【業歴】 件数 ％
1～5年以下 72 4.9%
6～10年以下 55 3.8%
11～20年以下 152 10.4%
21～30年以下 183 12.6%
31～40年以下 193 13.2%
41～50年以下 212 14.5%
50年超 591 40.5%

1458 100%

【売上高(年間)】 件数 ％
1千万円未満 47 3.3%
1千万円～3千万円未満 76 5.3%
3千万円～5千万円未満 57 4.0%
5千万円～1億円未満 128 8.9%
1億円～5億円未満 482 33.4%
5億～10億円未満 203 14.1%
10億～50億円未満 361 25.0%
50億円～100億円未満 58 4.0%
100億円以上 31 2.1%

1443 100%

1～5年

以下
4.9%

6～10年以下
3.8%

11～20年以下
10.4%

21～30年以下
12.6%

31～40

年以下
13.2%

41～50

年以下
14.5%

50年超
40.5%

(n=1458)

個人事業主
3.5%

500万円

以下
11.1%

500万円超～

1千万円以下
26.1%1千万円超～

3千万円以下
32.4%

3千万円超～

5千万円以下
13.4%

5千万円超～

1億円以下
11.1%

1億円超～

3億円以下
1.9%

3億円超
0.5%

(n=1458)

0～5人以下
24.3%

6～20人以下
30.9%

21～50人以下
24.2%

51～100

人以下
11.9%

101～

300人

以下
7.3%

301人～
1.2%

(n=1458)

1千万円未満
3.3%

1千万円～3

千万円未満
5.3%

3千万円～5

千万円未満
4.0%

5千万円～

1億円未満
8.9%

1億円～5億

円未満
33.4%

5億～10

億円未満
14.1%

10億～50億

円未満
25.0%

50億円～100

億円未満
4.0%

100億円以上
2.1%

(n=1443)



5 

 

Ⅲ．結果概要 

○収益状況について 

・回答企業の 57.9％が「黒字」であり、「収支トントン」(28.2％)、「赤字」(13.9％)となっている

ものの、規模や業種によって大きな差がみられる。 

・「輸入を行っている」(67.0％)や、「輸出を行っている」(66.1％)など海外との取引を行っている企

業では黒字の割合が高く、海外需要の取り込みや海外での生産などが企業収益に好影響をもたら

していると思われる。 

・来期の見通しについては、直近と比較して、「赤字」(▲8.0 ポイント)が減少し、「収支トントン」

(＋9.4ポイント)の割合が増加している。 

 

○海外との取引状況について 

・「海外との取引を行っている」企業が 35.2％、「海外との取引は行っていない」企業が 64.8％とな

っている。特に[卸売業]では、64.4％が海外との取引を行っており、輸入(47.3％)や輸出(36.1％)

を行っている企業の割合が他の業種に比べて高くなっている。 

 

○今後(３～５年後)の事業の見通しについて 

・今後の業界の中期展望については、「横ばい」(50.9％)が最も多く、「拡大見込」(21.4％)、「縮小

見込」(21.0％)となっている。業種別にみると、「拡大見込」については、[建設業](29.4％)、[サ

ービス業](24.6％)で高くなっている。 

・今後の業界の競争環境については、約半数の企業が「激化する」(47.1％)と回答し、先行きの競争

環境は厳しい見通しとなっている。 

・会社毎の事業方針については、「現状維持」が 49.1％と最も多くなっている。一方、41.8％は「拡

大」と回答しており、新たな事業展開への高い意欲がうかがえる。 

 

○１年前と比べた売上の状況について 

・売上高を１年前と比較すると、37.3％の企業が「増加」と回答している。ただし売上高を「量」と

「単価」に分解すると、「量」の「増加」が 36.5％に対し、「単価」の「上昇」は 17.8％にとどま

り、売上高の増加は、「量」の増加によるものと思われる。 

 

○売上拡大に向けた取り組み 

・「顧客ニーズに対するきめ細やかな対応」(55.3％)が最も高く、次いで、「営業・販売体制の見直

し・強化」(53.3％) 「既存製品・サービスの高付加価値化」(51.3％)となっている。「価格競争力

の強化」は 25.3％にとどまり、価格よりも製品やサービス内容を主体とした売上拡大策を検討し

ている企業が多いことがうかがえる。 

・売上拡大に取組む上での課題については、73.8％の企業が「人材の不足」を挙げており、特に[建

設業]では 87.7％が回答するなど、大きな足枷になっている。 
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○売上拡大を阻害している外部環境について 

・「価格競争の激化」(52.9％)が最も高く、次いで「市場ニーズの変化・多様化」(41.9％)、「消費者

の低価格志向」(27.7％)となっている。 

・[建設業]では「採用環境の悪化」(34.0％)が、[卸売業]では「取引先の業績悪化、廃業」(30.1％)

が、[小売業]では「消費者の低価格志向」(48.8％)や「消費マインドの低下」(37.8％)が他の業種

に比べて高くなっている。 

 

○事業コスト(人件費、商品仕入単価・原材料費、燃料・水道光熱費等)について 

・事業コストについて、「人件費」は「上昇」が 64.4％、「商品仕入単価・原材料費」は「上昇」が

50.9％、「燃料・水道光熱費」は「不変」が 58.0％となった。事業コストの上昇は人手不足に起因

する防衛的賃上げによる人件費の上昇や為替の変動などが主な要因と思われる。 

※一年前の為替(1ドル＝118円：2016年 1月)と今回の調査時点の為替(1ドル＝112～117円：2017年

1月 5～25日)の差異は小さいが、昨年は世界経済の動向を背景とする為替の乱高下が見られた。 

・事業コストが上昇した分の商品・サービス価格への転嫁については、「全く転嫁できていない」「一

部しか転嫁できていない」を合わせると約 9割が上昇した事業コストを十分に転嫁できていない。 

 

○経営資源について～人員の過不足状況～ 

・人員の過不足状況については、57.4％が「不足」と回答している。 

・前述の「売上の拡大に取り組む上での課題」と同様、［21～300人］の方が[0～20人]より不足感が

強く、業種別では［建設業］での不足感が特に強い。 

 

○経営資源について～今後１年間の借入意向～ 

・今後一年間の借入意向については、「ある」が 51.8％、「ない」が 48.2％となっている。 

・借入の資金使途については、「通常の運転資金」(66.4％)が最も高く、次いで「売上(受注)増に

伴う増加運転資金」(30.4％)、「新規設備投資に係わる資金」(23.3％)となっている。 

・借入意向のない理由については、「十分な手元資金がある」(47.6％)、「資金需要がない」(31.0％)、

「直近で資金調達を行った」(24.2％)となっている。 

 

○経営資源について～設備投資～ 

・2016年に設備投資を「実施した」企業は 50.1％に対し、2017年は 53.4％が「実施予定」となっ

ており、設備投資は横ばいで推移する見込み。 

・2016年の設備投資に際し利用した補助金・税制については、「設備投資減税」の件数が最も多

く、次いで「ものづくり補助金」が続いた。 

・2017年の設備投資予定については「機械設備(製造設備)」が最も多く、「パソコン・レジスタ

ー」などが続いている。 

 

○支援策について 

・「人材確保への支援」(52.8％)が最も高く、次いで「資金繰り支援」(42.9％)、「人材育成への支援」

(39.2％)となっている。 

・施策情報の入手方法については、商工会議所からの入手が 6 割となっているほか、新聞・インタ
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ーネット、顧問税理士など身近な先から入手している事業者が多い。 

 

○事業承継について 

・事業承継ガイドラインの認知度は名称の認知度に限っても 5 割に留まっており、周知促進が必要

である。 

・次世代への事業方針については全体の 9 割が継続する意向であるが、会社形態別に見ると個人事

業主の 5割弱は廃業を検討している。 

・事業を継続する意向の企業では、今後 10 年以内に事業承継を考えている企業が 6 割を超えてい

る。しかしながら、後継者の検討状況として 3 割の企業が「日々の経営を優先し、具体的な検討

には至っていない」と回答しており、事業承継の早期着手が必要である。 

・想定している後継者候補としては「息子・娘」が 45.1％と最も高く、次いで親族外承継となる｢従

業員｣が 30.2％と続き、事業承継スタイルの変化がうかがえる。 

・事業承継の準備・対策を行う上での課題としては、「後継者の教育」「事業の磨き上げ」「社内体制

の見直し」が上位となっているが、後継者候補別にみると、親族内（息子・娘）では、「後継者へ

の株式・事業用資産の譲渡(相続)・税制」が 3 番目となるなど、後継者候補によって一部課題の

違いも見られる。 

・自分の代での廃業を検討している理由としては「後継者がいないため」が 41.4%と最も高く、次い

で「当初から自分一代でやめる考え」(35.0％)となっている。 

 

【まとめ】 
中小企業の経営状況については、黒字と収支トントンを併せて 8割強が採算を確保しているもの

の、大幅な改善は見られず、「緩やかに回復している」という景況感を反映した結果となった。約

4割の企業で売上高が増加しているものの、上昇する事業コストの転嫁が依然として進んでいない

ほか、売上の拡大に向けては 7割の企業で「人材の不足」が大きな課題となっている。 

企業の規模という観点で、調査結果を[0～20人]と[21～300人]に分解すると、収益状況や設備

投資、経営課題など様々な面で大きな差異が見られる。 

[0～20人]では、人材の不足や資金の不足が大きな課題となっており、現状維持を志向する企業

が 50.9％となっている。売上拡大に向けて注力したい取組も[21～300人]に比べて回答が少なくな

っており、[0～20人]に対しては、持続的な成長に向けて、ハンズオンによるきめ細やかな支援が

必要である。あわせて、中小企業支援施策の周知を一層図ると共に、利用促進に向けた取り組みが

求められる。 

[21～300人]では、4割の企業が海外との取引を行っており競争環境は厳しいながらも約 5割が

拡大を志向している。既存製品・サービスの高付加価値化や新製品・新サービスの開発に取り組み

たいとしているが、人材の不足や製品サービス・技術の不足が課題となっている。設備投資意欲も

強いことから、税制や事業環境の整備により、さらなる成長発展や生産性向上を後押しする必要が

ある。 

今年のトピックとして調査した事業承継の実態については、事業を継続する企業が 9割と多いも

のの、後継者が決まっている企業は 3割に留まっており、早期着手の啓発が必要である。また後継

者の教育・事業の磨き上げが重要課題となっており、支援の強化を検討する必要がある。 
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Ⅳ．調査結果 

１．経営状況について〔問１(６)～(８)〕 

(１)収益状況 

【全体】57.9％が「黒字」と回答しており、次いで「収支トントン」(28.2％)、「赤字」(13.9％)とな

っている。「黒字」と「収支トントン」を合わせて、9割弱の企業で採算を確保している。 

【規模別】[21～300 人]では 7 割が「黒字」となっているが、 [0～20 人]では 5 割弱にとどまってい

る。前回の調査結果と比較して大きな変動は見られない。 

【業種別】[建設業]では 6割強が「黒字」と回答しているが、[小売業]では、「赤字」が 2割強に及び、

「黒字」は 3割強にとどまる。 

【海外取引の状況別】「輸入を行っている」(67.0％)や、「輸出を行っている」(66.1％)など海外との

取引を行っている企業では、海外との取引を行っていない企業に対し、黒字の割合が高くなって

いる。海外需要の取り込みや海外での生産などが収益に好影響をもたらしていると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

【
海
外
取
引
の
状
況
別
】 

【
規
模
別
】 

57.9%

47.4%

70.9%

28.2%

34.2%

20.8%

13.9%

18.4%

8.3%

全体

0～20人

21～300人

黒字 収支トントン 赤字

(n=1445)

(n=798)

(n=629)

(57.2%)

(44.7%)

(70.7%)

(27.6%)

(33.5%)

(21.4%)

(15.1%)

(21.8%)

(8.0%)

59.3%

66.8%

64.7%

35.8%

51.5%

27.4%

23.5%

23.7%

39.5%

32.5%

13.4%

9.7%

11.6%

24.7%

16.0%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=329)

(n=196)

(n=371)

(n=81)

(n=468)

66.1%

67.0%

65.4%

65.7%

53.8%

23.1%

21.9%

25.0%

18.2%

30.3%

10.8%

11.1%

9.6%

16.1%

15.8%

輸出を行っている

輸入を行っている

海外に自社の生産・営業拠点がある

海外企業と生産や販売に係わる

業務委託契約を行っている

海外との取引は行っていない
(n=923)

(n=137)

(n=104)

(n=324)

(n=277)
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(２)今後の収益見通し 

【全体】56.5％が「黒字」と回答しており、次いで「収支トントン」(37.6％)、「赤字」(5.9％)となっ

ている。「直近の収益状況」(P8)と比較すると、「赤字」(▲8.0 ポイント)が減少しているものの、

「収支トントン」(＋9.4ポイント)の割合が増加しており、慎重な見方を崩していない。 

【規模別】直近の収益状況と比較すると、全体の傾向と同じく、「赤字」がやや減少し、「収支トント

ン」の割合が増加している。また、規模による差異も「直近の収益状況」と同じ傾向となっている。

前回の調査結果と比較して大きな変動は見られない。 

【業種別】「黒字」と回答する割合は[卸売業](63.1％)が最も高く、次いで[建設業](60.2％)となって

いる。「直近の収益状況」(P8)と比較すると、全ての業種で「赤字」と回答する割合が減少し、「収

支トントン」が増加している。 
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規
模
別
】 

【
業
種
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】 

※( )内は 
前回調査結果 

56.5%

46.7%

68.9%

37.6%

44.6%

28.7%

5.9%

8.6%

2.4%

全体

0～20人

21～300人

黒字 収支トントン 赤字

(n=798)

(n=630)

(n=1446) (56.2%)

(43.9%)

(69.4%)

(36.2%)

(44.8%)

(27.0%)

(7.6%)

(11.3%)

(3.6%)

56.4%

60.2%

63.1%

35.4%

53.5%

39.7%

34.2%

33.2%

48.8%

39.2%

3.9%

5.6%

3.8%

15.9%

7.3%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=330)

(n=196)

(n=371)

(n=82)

(n=467)
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(３)海外との取引状況 

【全体】「海外との取引を行っている」が 35.2％、「海外との取引は行っていない」が 64.8％となっ

ている。海外取引の内容としては輸出が 19.4％、輸入が 22.8％となっている。 

【規模別】[21～300人]では 43.1％が海外取引を行っており、[0～20人]に比べ、輸出を行っている割

合(25.3％)や輸入を行っている割合(27.6％)が高くなっている。 

【業種別】[卸売業]では、64.4％が海外との取引を行っており、輸入(47.3％)や輸出(36.1％)を行っ

ている。また[製造業]でも、51.9％が海外との取引を行っており、輸出(37.3％)や輸入(32.7％)を

行っている企業の割合が他の業種に比べて高くなっている。一方、[建設業]、[サービス業]では、

約 9割が海外との取引を行っていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜海外取引の内訳＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【
業
種
別
】 

※( )内は 
前回調査結果 

【
規
模
別
】 

【規模別】 【業種別】 

35.2%

28.8%

43.1%

64.8%

71.2%

56.9%

全体

0～20人

21～300人

海外取引あり 海外取引なし

(n=1427)

(n=785)

(n=624)

(35.7%)

(29.3%)

(42.5%)

(64.3%)

(70.7%)

(57.5%)

51.9%

6.7%

64.4%

29.1%

13.4%

48.1%

93.3%

35.6%

70.9%

86.6%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=324)

(n=194)

(n=368)

(n=79)

(n=462)

19.4%

22.8%

7.3%

9.7%

14.3%

18.7%

2.9%

7.3%

25.3%

27.6%

12.5%

12.3%

全体

0～20人

21～300人

(n=785)

(n=624)

(n=1427)

37.3%

32.7%

14.2%

14.2%

2.1%

2.1%

1.5%

1.5%

36.1%

47.3%

11.4%

14.9%

11.4%

22.8%

1.3%

2.5%

2.2%

5.0%

2.6%

6.9%

輸出を行っている

輸入を行っている

海外に自社の生産・営業拠点がある

海外企業と生産や販売に係わる

業務委託契約を行っている

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=324)

(n=194)

(n=368)

(n=79)

(n=462)
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２．事業の見通しについて〔問２～４〕 

(１)業界の中期展望：今後３～５年先の貴業界の市場規模の見通しについて、ご回答ください。 

【全体】「横ばい」(50.9％)が最も多く、次いで「拡大見込」(21.4％)、「縮小見込」(21.0％)となっ

ている。 

【規模別】「拡大見込」については、[0～20人](20.8％)に比べ[21～300人](22.3％)がやや高いもの

の、大きな差異は見られない。 

【業種別】「拡大見込」については、[建設業](29.4％)が最も高く、建設需要は引き続き高水準である

と見込んでいる。一方、[小売業]では、「縮小見込」が 31.3％と高くなっており、消費マインドの

停滞やＥＣサイトなど販売チャネルの多様化など小売環境の変化による影響と推察される。 
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模
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※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

15.4%

29.4%

19.3%

16.9%

24.6%

52.6%

50.8%

52.0%

41.0%

50.7%

26.6%

13.2%

21.4%

31.3%

18.3%

5.4%

6.6%

7.2%

10.8%

6.4%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=331)

(n=197)

(n=373)

(n=83)

(n=471)

21.4%

20.8%

22.3%

50.9%

48.8%

53.4%

21.0%

23.2%

18.2%

6.7%

7.2%

6.0%

全体

0～20人

21～300人

拡大見込 横ばい 縮小見込 わからない

(n=1455)

(n=806)

(n=631)

(19.9%)

(17.5%)

(22.6%)

(50.0%)

(48.6%)

(51.6%)

(24.0%)

(26.0%)

(22.0%)

(6.0%)

(7.9%)

(3.9%)
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(２)業界の競争環境：今後３～５年先の貴業界の競争環境の見通しについて、ご回答ください。 

【全体】約半数の企業が「激化する」(47.1％)と回答し、先行きの競争環境は厳しい見通しとなってい

る。 

【規模別】いずれの規模においても「激化する」が 5割前後と、厳しい競争環境がうかがえる。 

【業種別】小売業を除く４業種では「激化する」が 4割～5割程度となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

47.1%

42.3%

52.9%

42.1%

43.9%

39.8%

2.1%

2.5%

1.6%

8.7%

11.3%

5.7%

全体

0～20人

21～300人

激化する 横ばい 緩和する わからない

(n=1455)

(n=806)

(n=631)

(48.0%)

(44.5%)

(51.9%)

(40.7%)

(40.7%)

(40.7%)

45.9%

42.6%

50.9%

32.5%

49.3%

45.0%

46.7%

39.1%

49.4%

39.3%

1.5%

1.5%

1.6%

4.8%

2.5%

7.6%

9.1%

8.3%

13.3%

8.9%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=331)

(n=197)

(n=373)

(n=83)

(n=471)
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 (３)貴社の事業方針：今後３～５年先の貴社の展望について、ご回答ください。 

【全体】「現状維持」が 49.1％と最も多いものの、次いで、「拡大」が 41.8％と、前回より 4.9ポイン

ト上昇している。 

【規模別】[21～300 人]では「拡大」が 47.7％と、[0～20 人]の 37.1％に比べ高くなっているが、[0

～20人]は前回より 8.0ポイント上昇している。 

【業種別】「拡大」の割合は[卸売業]（45.8％）や [製造業](43.5％)で多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
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別
】 

【
規
模
別
】 

41.8%

37.1%

47.7%

49.1%

50.9%

46.9%

4.2%

5.3%

2.7%

1.4%

2.2%

0.3%

3.6%

4.5%

2.4%

全体

0～20人

21～300人

拡大 現状維持 縮小 廃業の検討 わからない

(n=806)

(n=631)

(n=1455) (36.9%)

(29.1%)

(45.4%)

(52.2%)

(55.3%)

(48.8%)

43.5%

34.5%

45.8%

33.7%

41.8%

49.5%

57.4%

45.8%

49.4%

47.8%

4.2%

2.0%

4.6%

8.4%

4.0%

0.3%

3.0%

1.1%

4.8%

1.1%

2.4%

3.0%

2.7%

3.6%

5.3%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=331)

(n=197)

(n=373)

(n=83)

(n=471)
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３．売上について〔問５～８〕 

(１)１年前と比べた売上の状況について、該当するものを 1 つご回答ください。 

①売上高 

【全体】売上高を１年前と比較すると、37.3％の企業が「増加」と回答し、「減少」(30.1％)を上回っ

ている。売上高を「量」と「単価」に分解すると、後述(P15)のとおり、「量」の「増加」が 36.5％

に対し、「単価」の「上昇」は 17.8％にとどまり、売上高の増加は、「量」の増加によるものと思

われる。 

【規模別】[0～20人]では、「増加」「変わらない」「減少」が 3割ずつとなっている。 [21～300人]で

は「増加」が 4割と、[0～20人]に比べやや高くなっている。 

【業種別】「増加」している割合は、[卸売業](39.1％)が最も高く、次いで[建設業](37.9％)となって

いる。一方、 [小売業]では、「減少」が 47.0％と他業種に比べ圧倒的に高くなっている。 

【海外取引の状況別】海外との取引を行っていない企業では、｢増加｣が 35.3％にとどまるが、「海外企

業と生産や販売に係わる業務委託を行っている」(47.1％)や「輸出を行っている」(42.2％)など海

外との取引を行っている企業では、「増加」の割合がやや高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

【
海
外
取
引
の
状
況
別
】 

【
規
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別
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37.3%

35.0%

40.2%

32.6%

33.9%

31.1%

30.1%

31.1%

28.7%

全体

0～20人

21～300人

増加 変わらない 減少

(n=1457)

(n=805)

(n=634)

(39.0%)

(33.9%)

(44.5%)

(30.2%)

(32.2%)

(28.0%)

(30.8%)

(33.9%)

(27.4%)

36.0%

37.9%

39.1%

32.5%

37.5%

31.7%

35.9%

25.7%

20.5%

39.4%

32.3%

26.3%

35.1%

47.0%

23.1%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=331)

(n=198)

(n=373)

(n=83)

(n=472)

42.2%

40.3%

41.3%

47.1%

35.3%

25.3%

25.8%

25.0%

26.1%

36.2%

32.5%

33.8%

33.7%

26.8%

28.5%

輸出を行っている

輸入を行っている

海外に自社の生産・営業拠点がある

海外企業と生産や販売に係わる

業務委託契約を行っている

海外との取引は行っていない

(n=277)

(n=325)

(n=104)

(n=138)

(n=923)
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②販売・受注量 

【全体】販売・受注量については、36.5％が「増加」と回答しており、「減少」(28.1％)を上回ってい

る。 

【規模別】[21～300人]では、40.8％が「増加」と回答している。 

【業種別】「増加」とした割合は[卸売業]が 39.4％と最も高く、「減少」は[小売業]で 45.1％と高く

なっている。 

 

③販売・受注単価 

【全体】販売・受注単価については、「変わらない」(60.5％)が最も多く、「上昇」は 2割弱にとどまっ

ている。 

【規模別】規模を問わず「上昇」は 2割弱にとどまっている。 

【業種別】「下落」の割合は、[小売業]が 39.0％と最も高くなっており厳しい状況がうかがえる。ま

た、[製造業][サービス業]では、「上昇」が 1割程度と、販売・受注単価の引き上げが難しい状況

がうかがえる。 

 

＜②販売・受注量＞                   ＜③販売・受注単価＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

【
規
模
別
】 

【
業
種
別
】 

36.5%

33.2%

40.8%

35.4%

37.3%

33.0%

28.1%

29.5%

26.2%

全体

0～20人

21～300人

増加 変わらない 減少

(n=1444)

(n=796)

(n=630)

(37.1%)

(31.3%)

(43.4%)

(34.3%)

(35.7%)

(32.8%)

(28.6%)

(33.0%)

(23.8%)

17.8%

18.1%

17.5%

60.5%

60.5%

59.8%

21.7%

21.4%

22.7%

全体

0～20人

21～300人

上昇 変わらない 下落

(n=1443)

(n=795)

(n=630)

(22.5%)

(22.3%)

(22.8%)

(54.1%)

(51.9%)

(56.4%)

(23.4%)

(25.8%)

(20.8%)

36.9%

33.2%

39.4%

32.9%

36.0%

31.4%

41.8%

28.6%

22.0%

43.3%

31.7%

25.0%

32.1%

45.1%

20.8%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=328)

(n=196)

(n=371)

(n=82)

(n=467)

12.2%

20.5%

22.9%

18.3%

16.5%

67.1%

61.0%

52.8%

42.7%

64.9%

20.7%

18.5%

24.3%

39.0%

18.6%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=328)

(n=195)

(n=371)

(n=83)

(n=467)
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(２)売上拡大に向け今後注力していきたい取組について、該当するものを全てご回答ください。 

【全体】「顧客ニーズに対するきめ細やかな対応」(55.3％)、「営業・販売体制の見直し・強化」(53.3％)、

「既存製品・サービスの高付加価値化」(51.3％)と並んでいる。「価格競争力の強化」は 25.3％に

とどまり、価格よりも製品やサービスを主体とした売上拡大策を検討している企業が多いことが

うかがえる。 

【規模別】[21～300 人]では回答する項目が多くなっており、売上拡大に向けて多様な取組みを検討

している様子がうかがえる。 

【業種別】[製造業]では 6 割が「新製品の開発」(61.0％)・「顧客ニーズに対するきめ細やかな対応」

(58.9％)と回答している。[卸売業]・［小売業］では、「営業・販売体制の見直し・強化」や「顧客

ニーズに対するきめ細やかな対応」と回答する割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【規模別】 【業種別】 

※( )内は前回調査結果 

58.9%

50.2%

55.3%

61.0%

35.3%

30.2%

27.2%

3.3%

53.1%

47.9%

41.8%

15.5%

18.6%

36.1%

1.5%

3.6%

62.5%

63.9%

51.8%

49.9%

33.7%

29.1%

19.9%

2.4%

61.4%

62.7%

48.2%

38.6%

26.5%

18.1%

10.8%

4.8%

46.8%

47.6%

52.6%

38.2%

31.1%

15.7%

7.1%

6.7%

顧客ニーズに対するきめ細やかな対応

(ロット、納期、品揃え、アフターサービス等)

営業・販売体制の見直し・強化

既存製品・サービスの高付加価値化

新製品・新サービスの開発

新分野への進出

価格競争力の強化

海外需要の開拓

その他

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=331)

(n=194)

(n=371)

(n=83)

(n=466)

55.3%

53.3%

51.3%

43.4%

30.8%

25.3%

14.5%

4.3%

52.9%

49.6%

46.0%

37.8%

29.5%

20.1%

11.3%

4.6%

57.8%

57.8%

56.9%

49.8%

32.3%

31.9%

17.9%

4.0%

全体
0～20人
21～300人

(n=1445)
(n=796)
(n=631)

(54.8%)

(54.7%)

(54.2%)

(42.7%)

(29.5%)

(27.2%)

(15.1%)

(2.5%)

(52.7%)

(48.8%)

(48.0%)

(37.6%)

(26.9%)

(22.3%)

(12.6%)

(2.8%)

(57.0%)

(60.0%)

(61.9%)

(48.2%)

(32.3%)

(32.4%)

(17.8%)

(2.2%)
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(３)売上拡大に取組む上での課題について、該当するものを全てご回答ください。 

【全体】「人材の不足」(73.8％)が最も高く、次いで「製品・サービス・技術の不足」(38.8％)、「資

金の不足」(26.8％)となっている。 

【規模別】[21～300 人]では、「人材の不足」が 8 割に及んでいる。 [0～20 人]では、「人材の不足」

(68.7％)に次いで、「資金の不足」(35.7％)となっている。 

【業種別】全業種において「人材の不足」が最も高くなっているが、特に[建設業](87.7％)が際立って

いる。「製品・サービス・技術の不足」については、[製造業](46.2％)、[卸売業](44.3％)で多く、

「資金の不足」については、[小売業](41.5％)、[サービス業](31.3％)で多くなっている。[製造

業]では、40.7％の企業が「設備の老朽化・不足」と回答しており、設備の増設や更新が課題と認

識していることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【規模別】 【業種別】 

※( )内は前回調査結果 

(71.6%)

(41.2%)

(25.9%)

(29.5%)

(17.6%)

(19.8%)

(12.3%)

(2.6%)

(64.6%)

(34.8%)

(35.8%)

(23.1%)

(17.3%)

(17.0%)

(12.3%)

(2.5%)

(79.0%)

(48.1%)

(15.3%)

(36.4%)

(17.9%)

(22.8%)

(12.3%)

(2.7%)

73.8%

38.8%

26.8%

26.6%

20.3%

19.6%

10.9%

4.2%

68.7%

32.8%

35.7%

24.3%

19.6%

16.2%

10.5%

3.9%

79.9%

45.7%

16.1%

29.9%

21.7%

23.9%

11.1%

4.6%

全体

0～20人

21～300人

(n=1436)

(n=790)

(n=628)

72.3%

46.2%

27.7%

25.5%

25.2%

40.7%

7.9%

5.5%

87.7%

34.4%

17.9%

19.0%

11.3%

8.7%

14.9%

3.6%

70.8%

44.3%

21.9%

28.4%

27.3%

9.8%

9.6%

2.7%

63.4%

35.4%

41.5%

25.6%

22.0%

13.4%

9.8%

1.2%

73.3%

31.7%

31.3%

29.3%

14.9%

18.1%

12.5%

5.2%

人材の不足

製品・サービス・技術の不足

資金の不足

知識・ノウハウの不足

市場情報の不足

設備の老朽化・不足

許認可等に係わる規制・制度

その他

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=329)

(n=195)

(n=366)

(n=82)

(n=464)
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(４)売上拡大を阻害している外部環境について、最も該当するものを４つまでご回答ください。 

【全体】「価格競争の激化」(52.9％)が最も高く、次いで「市場ニーズの変化・多様化」(41.9％)、「消

費者の低価格志向」(27.7％)となっている。下位の課題となっているが「採用環境の悪化」や「IT

の進展によるビジネス環境の変化」はやや上昇している。一方、「取引先からの値下げ要請」は前

回 4番目から今回 7番目へと低下している。 

【規模別】規模別にみると上位 2項目は共通している。[21～300人]では「採用環境の悪化」が 3番目

の課題に挙げられている。 

【業種別】「価格競争の激化」は[製造業][建設業][卸売業]で 6 割前後と高くなっている。[小売業]

では「市場ニーズの変化・多様化」「消費者の低価格志向」「消費マインドの低下」が大きな課題と

なっており、消費者の動向が大きく影響していることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【規模別】 【業種別】 

※( )内は前回調査結果 

52.9%

41.9%

27.7%

24.4%

21.6%

21.2%

21.0%

20.1%

19.3%

11.4%

8.8%

8.7%

7.3%

4.8%

4.5%

48.1%

39.8%

33.0%

26.8%

22.6%

21.1%

18.5%

21.6%

14.2%

11.9%

7.9%

8.2%

5.0%

5.1%

5.1%

59.0%

43.8%

21.4%

21.8%

20.2%

21.1%

24.2%

17.8%

25.1%

10.6%

9.9%

9.4%

10.2%

4.3%

3.7%

価格競争の激化

市場ニーズの変化・多様化

消費者の低価格志向

参入事業者の増加による過当競争

取引先の業績悪化、廃業

少子化・高齢化

取引先からの値下げ要請

消費マインドの低下

採用環境の悪化

ITの進展によるビジネス環境の変化

公共事業の減少

海外の経済動向

取引先の海外移転の増加

商圏内の人口減少

その他

全体
0～20人
21～300人

(n=783)

(n=625)

(n=1426)

(56.5%)

(42.2%)

(29.2%)

(24.4%)

(26.2%)

(19.1%)

(26.3%)

(23.4%)

(16.2%)

(8.7%)

(10.6%)

(9.4%)

(7.8%)

(6.4%)

(2.4%)

(53.8%)

(41.1%)

(34.1%)

(26.7%)

(29.0%)

(19.1%)

(22.6%)

(27.2%)

(12.1%)

(9.5%)

(8.7%)

(8.6%)

(6.2%)

(7.1%)

(2.1%)

(59.5%)

(43.4%)

(23.8%)

(21.9%)

(23.2%)

(19.2%)

(30.2%)

(19.2%)

(20.5%)

(7.8%)

(12.7%)

(10.3%)

(9.5%)

(5.7%)

(2.7%)

58.0%

47.2%

25.2%

16.9%

25.5%

13.8%

24.8%

19.9%

11.0%

12.9%

11.3%

13.8%

15.0%

4.0%

3.4%

56.7%

21.1%

23.7%

30.4%

12.4%

30.9%

26.8%

9.8%

34.0%

7.7%

19.1%

2.1%

0.5%

4.6%

4.6%

62.4%

48.3%

27.9%

21.8%

30.1%

13.8%

26.5%

27.3%

9.7%

7.2%

5.5%

15.5%

13.0%

4.4%

4.4%

37.8%

52.4%

48.8%

25.6%

14.6%

30.5%

7.3%

37.8%

11.0%

15.9%

2.4%

6.1%

2.4%

7.3%

3.7%

43.1%

39.8%

27.3%

29.0%

17.3%

26.6%

14.1%

15.8%

27.9%

14.3%

6.3%

3.0%

1.1%

5.4%

5.4%

価格競争の激化

市場ニーズの変化・多様化

消費者の低価格志向

参入事業者の増加による過当競争

取引先の業績悪化、廃業

少子化・高齢化

取引先からの値下げ要請

消費マインドの低下

採用環境の悪化

ITの進展によるビジネス環境の変化

公共事業の減少

海外の経済動向

取引先の海外移転の増加

商圏内の人口減少

その他

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=326)

(n=194)

(n=362)

(n=82)

(n=462)
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(５)事業コストについて〔問９〕 

①１年前と比べた事業コスト(人件費、商品仕入単価・原材料費、燃料・水道光熱費等)の変動につ

いてご回答ください。 

②上記事業コストが上昇した分の商品・サービス価格への転嫁について、該当するものを 1 つご回答くだ

さい。 

【全体】「人件費」は「上昇」が 64.4％となり、特に[21～300人]では 7割強と高くなっている。雇

用の確保や人手不足に起因する防衛的賃上げなどが要因とみられる。 

「商品仕入単価・原材料費」については「上昇」が 5割となっている。※1年前の為替(1ドル＝

118 円：2016 年 1 月)と調査時点の為替(1 ドル＝112～117 円：2017 年 1 月 5～25 日)の差異は小さい

が、昨年は世界経済の動向を背景とする為替の乱高下がみられた。 

「燃料・水道光熱費」については、「不変」が 58.0％となっている。 

また、転嫁状況について見ると、「一部しか転嫁できていない」が 59.0％と最も多く、「全く転

嫁できていない」「一部しか転嫁できていない」を合わせると約 9割が上昇した事業コストを十分

に転嫁できていない。 

 

＜人件費＞                            ＜商品仕入単価・原材料費＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜燃料・水道光熱費＞                     ＜上昇した事業コストの転嫁状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

64.4%

54.4%

76.3%

30.6%

39.4%

20.7%

4.9%

6.2%

3.0%

全体

0～20人

21～300人

上昇 不変 下落

(n=1416)

(n=769)

(n=629)

50.9%

51.8%

49.8%

43.1%

44.1%

42.1%

6.0%

4.1%

8.0%

全体

0～20人

21～300人

上昇 不変 下落

(n=1324)

(n=708)

(n=598)

34.2%

32.0%

36.2%

58.0%

61.9%

54.2%

7.7%

6.0%

9.7%

全体

0～20人

21～300人

上昇 不変 下落

(n=1306)

(n=699)

(n=589)

11.7%

15.1%

8.4%

59.0%

55.4%

63.0%

29.2%

29.5%

28.7%

全体

0～20人

21～300人

全て転嫁できている

一部しか転嫁できていない

全く転嫁できていない

(n=1064)

(n=536)

(n=513)

67.7%

71.6%

61.1%

49.4%

64.2%

27.1%

27.3%

32.9%

39.2%

31.3%

5.2%

1.0%

6.0%

11.4%

4.4%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=325)

(n=194)

(n=368)

(n=79)

(n=450)

51.9%

55.4%

53.8%

56.6%

44.3%

41.5%

40.8%

37.6%

38.2%

51.4%

6.6%

3.8%

8.5%

5.3%

4.3%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=318)

(n=184)

(n=351)

(n=76)

(n=395)

36.7%

39.9%

31.5%

37.7%

31.4%

55.6%

56.7%

59.7%

54.5%

59.8%

7.7%

3.4%

8.8%

7.8%

8.8%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=313)

(n=178)

(n=340)

(n=77)

(n=398)

7.9%

14.7%

16.2%

11.1%

9.7%

54.9%

66.0%

63.2%

59.3%

55.3%

37.2%

19.2%

20.6%

29.6%

35.0%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=253)

(n=156)

(n=272)

(n=54)

(n=329)
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 ４．経営資源について～人員の過不足状況～〔問１０〕 

(１)貴社の人員の過不足状況についてご回答ください。 

【全体】57.4％が「不足」と回答している。 

【規模別】[21～300人]では 63.1％が「不足」と回答しており、[0～20人]と 1割の開きがある。 

【業種別】[建設業]では、78.6％が「不足」と回答しており、他業種に比べて不足感が強い。 

 

＜人材の過不足状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

57.4%

53.1%

63.1%

38.4%

44.1%

31.0%

4.2%

2.9%

5.9%

全体

0～20人

21～300人

不足 適正 過剰

(n=1448)

(n=801)

(n=629)

(61.6%)

(56.5%)

(67.1%)

(33.7%)

(39.4%)

(27.6%)

(4.7%)

(4.1%)

(5.3%)

53.4%

78.6%

44.4%

48.2%

63.3%

39.0%

20.9%

51.3%

45.8%

33.7%

7.6%

0.5%

4.3%

6.0%

3.0%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=328)

(n=196)

(n=372)

(n=83)

(n=469)
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５．経営資源について～今後１年間の借入意向～〔問１１〕 

（１）貴社の今後１年間の借入意向について該当するものを１つご回答ください。 

  「ある」→資金使途について該当するものを全てご回答ください。 

  「ない」→その理由について該当するものを全てご回答ください。 

【全体】「ある」が 51.8％、「ない」が 48.2％となっている。 

借入の資金使途については(次頁)、「通常の運転資金」(66.4％)が最も高く、次いで「売上(受

注)増に伴う増加運転資金」が 30.4％となっている。「新規設備投資に係わる資金」については前

回調査より 6.6ポイント増加の 23.3％となっている。 

  借入意向のない理由については、「十分な手元資金がある」(47.6％)、「資金需要がない」

(31.0％)、「直近で資金調達を行った」(24.2％)となっており、資金調達が困難とする理由は少

ない。 

【規模別】[21～300人]では 57.5％が借入意向「あり」と回答している。 

借入の資金使途については、いずれも「通常の運転資金」が高くなっている。また、[21～300

人]では「新規設備投資に係わる資金」がやや高くなっている。 

【業種別】「ある」については、[卸売業](60.8％)が最も高く、「ない」については、[小売業][サー

ビス業]で「ある」を上回っている。  

借入の資金使途については、全ての業種において「通常の運転資金」が高くなっている。次い

で、[製造業]では「新規設備投資に係わる資金」が、[建設業][卸売業]では「売上(受注)増に伴

う増加運転資金」が高くなっている。 

借入意向のない理由については、いずれの業種においても「十分な手元資金がある」が高くな

っている。 

 

＜借入意向＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

55.9%

52.5%

60.8%

39.3%

43.8%

44.1%

47.5%

39.2%

60.7%

56.2%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=331)

(n=198)

(n=372)

(n=84)

(n=470)

ある 51.8%

47.1%

57.5%

ない 48.2%

52.9%

42.5%

全体

0～20人

21～300人

(n=1455)

(n=804)

(n=633)

(54.8%)

(48.3%)

(61.8%)

(45.2%)

(51.7%)

(38.2%)
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＜借入意向ありの資金使途(複数回答)＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜借入意向なしの理由(複数回答)＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【規模別】 【業種別】 

【規模別】 【業種別】 

66.4%

30.4%

23.3%

18.9%

14.6%

7.6%

2.7%

66.8%

32.9%

15.2%

12.6%

17.1%

8.0%

3.2%

65.5%

28.7%

30.9%

25.1%

11.9%

6.9%

1.9%

通常の運転資金

売上(受注)増に伴う

増加運転資金

新規設備投資に係わる資金

既存設備の改修・定期更新に

係わる資金

新規事業に係わる資金

研究開発資金

その他

全体

0～20人

21～300人

(n=747)

(n=374)

(n=362)

(68.6%)

(25.5%)

(16.7%)

(13.5%)

(9.3%)

(5.4%)

(2.1%)

(70.4%)

(27.1%)

(10.7%)

(10.1%)

(9.8%)

(6.4%)

(1.5%)

(67.1%)

(24.2%)

(21.9%)

(16.5%)

(9.0%)

(4.6%)

(2.6%)

47.6%

31.0%

24.2%

8.7%

4.8%

2.2%

3.9%

37.4%

32.4%

24.0%

11.9%

6.9%

3.3%

5.2%

62.9%

29.2%

24.2%

3.8%

1.5%

0.4%

1.9%

十分な手元資金がある

資金需要がない

直近で資金調達を行った

借入枠に余裕がない

業績が悪化している

直近の決算書で金融機関に断られた

その他

全体

0～20人

21～300人

(n=691)

(n=420)

(n=264)

60.7%

24.6%

43.7%

36.1%

12.6%

14.2%

2.2%

73.1%

36.5%

8.7%

4.8%

5.8%

0.0%

1.9%

75.7%

34.7%

11.3%

13.1%

10.4%

5.9%

3.2%

54.5%

24.2%

21.2%

18.2%

27.3%

6.1%

0.0%

60.0%

28.8%

25.9%

17.1%

23.4%

7.8%

3.4%

通常の運転資金

売上(受注)増に伴う

増加運転資金

新規設備投資に係わる資金

既存設備の改修・定期更新に

係わる資金

新規事業に係わる資金

研究開発資金

その他

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=183)
(n=104)
(n=222)
(n=33)

(n=205)

53.5%

26.4%

25.7%

9.7%

2.8%

1.4%

2.8%

54.8%

24.7%

20.4%

8.6%

7.5%

5.4%

1.1%

55.6%

26.1%

25.4%

7.7%

2.8%

0.7%

4.9%

36.0%

30.0%

32.0%

8.0%

8.0%

0.0%

6.0%

39.7%

38.5%

22.5%

8.8%

5.3%

2.7%

4.6%

十分な手元資金がある

資金需要がない

直近で資金調達を行った

借入枠に余裕がない

業績が悪化している

直近の決算書で

金融機関に断られた

その他

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=144)

(n=93)
(n=142)

(n=50)
(n=262)
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６．経営資源について～設備投資～〔問１２〕 

（１）2016年の設備投資の実施状況について 

【全体】2016年に設備投資を「実施した」企業は 50.1％となっている。 

設備投資の内訳をみると、「既存設備の改修・定期更新」が 37.4％(新規・既存 15.3％＋既存

22.1％)、「新規設備投資」が 28.1％（新規 12.8％＋新規・既存 15.3％）となっている。 

【規模別】[21～300人]では 67.2％が実施している一方、 [0～20人]は 3割強にとどまっている。 

【業種別】 [製造業]の 67.4％が設備投資を実施しており、既存・新規共に実施率が高くなってい

る。次いで[サービス業]が 49.4％と高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）設備投資に際し、利用した補助金・税制について 

「設備投資減税」（84件）の件数が最も多く、次いで「ものづくり補助金（革新的ものづくり・

商業・サービス業開発支援補助金）」が 62件と続いた。[製造業]の利用が最も多く、次いで[サ

ービス業]が利用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※( )内は 
前回調査結果 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

12.8%

10.1%

16.3%

15.3%

8.3%

23.1%

22.1%

17.3%

27.7%

49.9%

64.3%

32.8%

全体

0～20人

21～300人

新規設備投資を行った
新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行った
既存設備の改修・定期更新を行った
設備投資を行わなかった

(n=1442)

(n=793)

(n=631)

新規28.1％ 既存37.4％

(13.2%)

(8.6%)

(18.2%)

(14.2%)

(7.5%)

(21.3%)

(19.4%)

(14.5%)

(24.6%)

(53.2%)

(69.5%)

(36.0%)
14.3%

12.2%

10.3%

14.6%

13.7%

26.2%

14.3%

11.7%

9.8%

11.8%

26.8%

17.9%

21.2%

6.1%

23.9%

32.6%

55.6%

56.8%

69.5%

50.6%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=328)

(n=196)

(n=368)

(n=82)

(n=468)

小売業設備投資減税

革新的ものづくり・商業・

サービス開発支援補助金

中小企業等の省エネ・生産性

革命投資促進事業費補助金

小規模事業者持続化補助金

革新的サービスの事業化

支援事業助成金

軽減税率対策補助金

成長産業等設備投資

特別支援助成事業

その他

製造業 卸売業 建設業 サービス業 (件)84

62

28

19

6

5

5

14
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（３）2017年の設備投資の実施見通しについて 

【全体】2017年の「実施予定」は 53.4％となっており、設備投資は横ばいで推移する見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）2017年の設備投資の内容について 

「機械設備(製造設備)」が 254 件と最も多く、「パソコン・レジスター」「構築物・建物付属設備」

などが続いている。［製造業］では「機械設備」が最も多く、［卸売業］［サービス業］では「パソ

コン・レジスター」「ソフトウェア」などが多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【
業
種
別
】 

【
規
模
別
】 

14.6%

13.0%

16.7%

15.6%

8.3%

23.9%

23.1%

18.9%

28.3%

46.6%

59.8%

31.1%

全体

0～20人

21～300人

新規設備投資を行う予定
新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行う予定
既存設備の改修・定期更新を行う予定
設備投資を行わない予定

(n=1420)

(n=779)

(n=623)

新規30.2％ 既存38.7％

16.9%

16.1%

10.5%

16.9%

15.3%

30.1%

8.9%

11.0%

10.4%

12.7%

24.2%

21.4%

24.9%

14.3%

23.1%

28.8%

53.6%

53.6%

58.4%

48.8%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=326)

(n=192)

(n=362)

(n=77)

(n=463)

小売業

機械設備(製造設備)

パソコン・レジスター

構築物・建物付属設備

ソフトウェア

建物(本社・支社）・工場

車両及び運搬具

工具・器具(工具・試験機器等)

備品(冷蔵庫・陳列棚等）

その他

製造業 建設業 卸売業

サービス業

(件)254

161

148

145

136

136

114

53

36



25 

 

７．支援策について〔問２０〕 

(１)今後強化すべき中小企業関連支援策・制度について、該当するものを 5 つまでご回答ください。 

【全体】「人材確保への支援」(52.8％)が最も高く、次いで「資金繰り支援」(42.9％)、「人材育成へ

の支援」(39.2％)となっており、前回調査よりも人材に関する課題が高くなっている。 

【規模別】[0～20人]では、「資金繰り支援」が 53.7％と最も高くなっている。[21～300人]では、

「人材確保への支援」(63.2％)、「人材育成への支援」(48.2％)が高くなっている。 

【業種別】[建設業]では、「人材確保への支援」(77.9％)、「人材育成への支援」(50.3％)など、人材に

関する支援を回答する割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

52.8%

42.9%

39.2%

33.9%

28.3%

22.3%

19.7%

14.7%

12.6%

11.4%

10.5%

9.9%

8.1%

6.8%

6.6%

6.4%

6.0%

5.4%

4.7%

4.6%

4.2%

4.2%

3.2%

6.1%

人材確保への支援

資金繰り支援

人材育成への支援

中小企業関連税制の拡充

事業承継への支援

販路開拓・マーケティング支援

新分野への進出支援

中小企業支援施策の情報発信や申請支援

製品・サービス開発への支援

IT化支援(HP改良や業務システム導入支援等)

経営革新支援(経営戦略の作成等)

海外展開支援

Ｍ＆Ａに係わる支援

企業間連携の促進

下請取引の監視・指導

ＢＣＰ(事業継続計画）策定支援

消費税の価格転嫁対策

事業再生支援(改善計画作成、金融調整等)

産学官連携の促進

地域活性化(観光、コミュニティ等)支援

知的財産権の保護・活用支援

創業・ベンチャー企業支援

省エネ対策への支援(設備導入、コンサル等)

特にない (n=1440)

(49.9%)

(44.4%)

(33.7%)

(44.5%)

(24.1%)

(20.7%)

(16.1%)

(16.7%)

(12.7%)

(7.2%)

(7.3%)

(9.2%)

(8.0%)

(6.5%)

(10.4%)

(5.2%)

(10.9%)

(5.2%)

(4.5%)

(4.4%)

(4.7%)

(2.7%)

(6.4%)

(6.2%)
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＜上位５項目＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）施策情報の入手方法について 

 会員を対象とした調査であることから、商工会議所からの情報の入手が 59.6％と高くなっている。施

策情報が対象となる企業に広く届いていないことが課題となっており、東京商工会議所がより一層施策

普及に努めることはもとより、他の媒体による普及強化も求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【規模別】 【業種別】 

59.6%

34.8%

34.3%

33.2%

24.7%

24.5%

23.0%

16.8%

12.9%

11.1%

5.2%

2.1%

4.8%

3.6%

商工会議所（東商新聞・メルマガ等）

新聞(日刊新聞紙）

顧問税理士

インターネット

中小企業支援機関からの情報

同業者・知人

業種組合からの情報

テレビ(ニュース・情報番組）

取引先

経営コンサルタント

ミラサポ（施策情報サイト）

テレビコマーシャル

その他

入手していない (n=1415)

44.4%

53.7%

31.4%

30.1%

29.7%

63.2%

30.1%

48.2%

38.3%

27.1%

人材確保への支援

資金繰り支援

人材育成への支援

中小企業関連税制の拡充

事業承継への支援

0～20人

21～300人

(n=795)

(n=627)

(42.2%)

(55.8%)

(25.0%)

(42.0%)

(26.1%)

(58.2%)

(32.2%)

(43.2%)

(47.2%)

(21.9%)

48.0%

39.2%

40.1%

33.4%

27.7%

77.9%

44.6%

50.3%

35.9%

30.8%

45.0%

38.2%

36.6%

37.7%

32.2%

35.4%

48.8%

20.7%

39.0%

32.9%

55.1%

47.5%

39.4%

29.5%

23.9%

人材確保への支援

資金繰り支援

人材育成への支援

中小企業関連税制の拡充

事業承継への支援

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=329)

(n=195)

(n=369)

(n=82)

(n=465)
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８．事業承継について〔問１３～１９〕 

 

 

 

 

(１)事業承継ガイドラインの認知度について 

事業承継ガイドラインの認知度は、名称の認知度に限っても 5割にとどまっており、周知促進が

必要である。 

 

 

 

（２）次世代への事業方針について 

【全体】「事業を継続する意向」は全体の 9 割に及んでいる。 

【会社形態別】法人は 9 割が継続する意向となっているが、個人事業主の 5 割弱が廃業を検討してい

る。事業継続を前提に法人を設立することからこのように大きく差が出るとみられる。 

【就任代別】初代の経営者で「自分の代での廃業を検討」している割合が約 2 割の一方で、世代を重

ねるごとに事業継続の意向が強くなり、事業・雇用の継続への責任が増していると思われる。 

【業種別】［小売業］の 2 割が「自分の代での廃業を検討」しており、業況の厳しさなどが反映され

ているとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本社会の高齢化に伴って中小企業経営者の高齢化も進んでおり、中小企業に蓄積されたノウハ
ウや技術と言った価値を次世代に受け継ぐためにも、円滑な事業承継は重要な課題となっています。
2016 年 12 月には事業承継ガイドラインが改定され、事業承継に向けた 5 つのステップなどが提示
されています。 

【事業承継ガイドライン】http://www.meti.go.jp/press/2016/12/20161205002/20161205002.html 

【
業
種
別
】 

【
就
任
代
別
】 

【
会
社
形
態
別
】 

90.0%

54.0%

91.3%

10.0%

46.0%

8.7%

全体

個人

法人

事業を継続する意向
自分の代での
廃業を検討

(n=1446)

(n=50)

(n=1396)

81.7%

91.5%

95.9%

97.7%

18.3%

8.5%

4.1%

2.3%

初代

二代目

三代目

四代目以降

(n=482)

(n=461)

(n=241)

(n=258)

95.1%

90.3%

93.2%

78.6%

85.9%

4.9%

9.7%

6.8%

21.4%

14.1%

製造業

建設業

卸売業

小売業

サービス業

(n=329)

(n=195)

(n=370)

(n=84)

(n=468)

名称・内容ともに

知っている
9.2%

名称のみ知っている
43.8%

名称・内容ともに

知らなかった
47.0%

(n=1449)
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（３）事業を継続する意向の企業について 

①承継する時期の目安 

【全体】１０年以内の事業承継を考えている企業が６割を超えている。 

【経営者の年代別】６０代でも「１０年以上後」が約１割、７０歳以上でも「５～１０年以内・１０

年以上後」が約２割に及んでおり、早期事業承継の必要性の認識が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②後継者の検討状況(複数回答) 

【全体】「日々の経営を優先し、具体的な検討には至っていない」との回答が約３割となっている。 

【経営者の年代別】「日々の経営を優先し、具体的な検討には至っていない」が６０代・７０歳以上

の２割となっており、早期の事業承継着手が求められる。また７０歳以上では「後継者が決まっ

ている」割合が６割弱となっていることから、具体的スケジュールに沿って承継を進めていく必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.0%

3.1%

0.8%

4.7%

13.1%

32.0%

3.8%

10.8%

45.7%

68.3%

26.3%

8.8%

30.3%

40.7%

16.2%

36.6%

84.4%

58.1%

8.9%

2.3%

全体

49歳以下

50～59歳

60～69歳

70歳以上

1年以内 1～5年以内 5～10年以内 10年以上後

(n=262)

(n=1277)

(n=353)

(n=403)

(n=259)

28.8%

32.0%

40.7%

23.2%

17.9%

19.0%

62.5%

19.9%

1.7%

0.4%

28.3%

6.7%

14.6%

36.3%

56.5%

28.1%

15.2%

29.5%

35.9%

27.5%

13.9%

11.5%

16.9%

14.9%

10.7%

4.7%

4.5%

4.2%

4.9%

5.3%

全体

49歳以下

50～59歳

60～69歳

70歳以上

日々の経営を優先し、具体的な検討には至っていない

自分がまだ若いので後継者を決める必要がない

後継者が決まっている

後継者候補がいる

後継者候補を探している

事業の譲渡売却を検討している

(n=1297)

(n=269)

(n=356)

(n=410)

(n=262)
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③想定している後継者候補(複数回答) 

【全体】「息子・娘」との回答が４５．１％と最も高いものの、親族外承継となる「従業員」が３

０．２％と続き、事業承継スタイルの変化がうかがえる。 

【就任代別】２代目では「息子・娘」が５割に達している一方、４代目以降では「従業員」が３６．

５％と最も高くなっており、代を重ねた企業では、規模や組織形態の変容もあり、選択肢が広が

っている様子もうかがえる。 

【経営者の年代別】７０歳以上では、「息子・娘」が６割を超えているが、５０代では、「息子・娘」

と「従業員」が４割前後となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

45.1%

4.1% 1.2%
9.8%

30.2%

13.5%

2.6%

20.4%

(n=1283)

(n=388) (n=417) (n=226) (n=249) (n=263) (n=354) (n=405) (n=261)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
息子・娘 158 40.7% 234 56.1% 109 48.2% 77 30.9% 94 35.7% 145 41.0% 174 43.0% 166 63.6%
娘婿 16 4.1% 17 4.1% 13 5.8% 6 2.4% 7 2.7% 14 4.0% 19 4.7% 12 4.6%
配偶者 9 2.3% 4 1.0% 2 0.9% 1 0.4% 5 1.9% 3 0.8% 4 1.0% 4 1.5%
親族 21 5.4% 48 11.5% 34 15.0% 23 9.2% 26 9.9% 32 9.0% 42 10.4% 26 10.0%
従業員 139 35.8% 108 25.9% 49 21.7% 91 36.5% 70 26.6% 125 35.3% 133 32.8% 59 22.6%
社外から登用 51 13.1% 59 14.1% 18 8.0% 45 18.1% 39 14.8% 55 15.5% 57 14.1% 22 8.4%
その他 7 1.8% 5 1.2% 3 1.3% 17 6.8% 5 1.9% 11 3.1% 12 3.0% 5 1.9%
未定 83 21.4% 76 18.2% 52 23.0% 50 20.1% 116 44.1% 79 22.3% 50 12.3% 17 6.5%

４代目以降 49歳以下 50～59歳 60～69歳 70歳以上
【現在想定している後継者候補】

初代 ２代目 ３代目
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④事業承継の準備・対策を行う上での課題(上位３つ) 

【全体】「後継者の教育」が５７．８％と最も高く、次いで「事業の磨き上げ（魅力向上）」が４

１．５％と続いている。 

【後継者候補別】(次頁)いずれにおいても「後継者の教育」「事業の磨き上げ」は高い割合を占めてい

るが、［息子・娘］［娘婿］［その他親族］では、「後継者への株式・事業用資産の譲渡(相続)・税

制」が高くなっている。また［従業員］［社外から登用］では、「社内体制の見直し」が高くなっ

ており、後継者によって課題はそれぞれ異なることが浮き彫りとなった。 

【従業員規模別】(次頁)全体とほぼ同じ傾向にあるが、規模が大きくなるにつれて「後継者への株

式・事業用資産の譲渡(相続)・税制」がやや高くなっており、企業の成長にともなう株価の上昇

が影響しているとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

57.8%

41.5%

32.2%

28.8%

26.6%

24.3%

16.7%

13.3%

8.9%

8.5%

4.5%

4.2%

3.6%

2.9%

0.8%

1.2%

後継者の教育

事業の磨き上げ(魅力向上)

社内体制の見直し

承継後の事業計画

取引先との関係維持

後継者への株式・事業用資産の譲…

借入金・保証債務の引継

従業員の理解

後継者・譲渡先の探索

適切な相談相手・機関の選定

古参従業員の処遇

引退後の生活設計

分散した株式の集中

事業に関与していない親族の理解

Ｍ＆Ａにかかる費用

その他

後継者への株式・事業用資産の
譲渡(相続)・税制

(n=1254)
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＜想定している後継者候補別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜従業員規模別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜収支別（今期経常収益）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(n=1254) (n=560) (n=49) (n=15) (n=121) (n=383) (n=168)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
後継者の教育 725 57.8% 356 63.6% 30 61.2% 10 66.7% 72 59.5% 244 63.7% 87 51.8%
事業の磨き上げ(魅力向上) 521 41.5% 223 39.8% 20 40.8% 6 40.0% 49 40.5% 154 40.2% 72 42.9%
社内体制の見直し 404 32.2% 167 29.8% 6 12.2% 5 33.3% 35 28.9% 139 36.3% 51 30.4%
承継後の事業計画 361 28.8% 176 31.4% 12 24.5% 3 20.0% 32 26.4% 106 27.7% 47 28.0%
取引先との関係維持 333 26.6% 140 25.0% 8 16.3% 2 13.3% 33 27.3% 96 25.1% 49 29.2%
後継者への株式・事業用資産の譲渡(相続)・税制 305 24.3% 180 32.1% 20 40.8% 1 6.7% 36 29.8% 76 19.8% 31 18.5%
借入金・保証債務の引継 210 16.7% 94 16.8% 12 24.5% 6 40.0% 24 19.8% 66 17.2% 24 14.3%
従業員の理解 167 13.3% 65 11.6% 9 18.4% 2 13.3% 13 10.7% 64 16.7% 22 13.1%
後継者・譲渡先の探索 112 8.9% 17 3.0% 4 8.2% 0 0.0% 7 5.8% 37 9.7% 39 23.2%
適切な相談相手・機関の選定 107 8.5% 59 10.5% 1 2.0% 3 20.0% 14 11.6% 24 6.3% 16 9.5%
古参従業員の処遇 56 4.5% 26 4.6% 3 6.1% 0 0.0% 6 5.0% 16 4.2% 6 3.6%
引退後の生活設計 53 4.2% 17 3.0% 1 2.0% 1 6.7% 3 2.5% 22 5.7% 7 4.2%
分散した株式の集中 45 3.6% 31 5.5% 3 6.1% 0 0.0% 2 1.7% 13 3.4% 7 4.2%
事業に関与していない親族の理解 36 2.9% 13 2.3% 1 2.0% 0 0.0% 9 7.4% 15 3.9% 4 2.4%
Ｍ＆Ａにかかる費用 10 0.8% 2 0.4% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 0.5% 5 3.0%
その他 15 1.2% 3 0.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.3% 3 1.8%

全体 息子・娘 社外から登用従業員その他親族配偶者娘婿
【事業承継の準備・対策を行う上での課題(上位３つ）】

(n=1254) (n=246) (n=391) (n=335) (n=164) (n=102)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
後継者の教育 725 57.8% 144 58.5% 217 55.5% 199 59.4% 93 56.7% 62 60.8%
事業の磨き上げ(魅力向上) 521 41.5% 104 42.3% 159 40.7% 132 39.4% 70 42.7% 46 45.1%
社内体制の見直し 404 32.2% 60 24.4% 130 33.2% 116 34.6% 60 36.6% 31 30.4%
承継後の事業計画 361 28.8% 72 29.3% 122 31.2% 96 28.7% 42 25.6% 25 24.5%
取引先との関係維持 333 26.6% 70 28.5% 101 25.8% 93 27.8% 41 25.0% 23 22.5%
後継者への株式・事業用資産の譲渡(相続)・税制 305 24.3% 41 16.7% 85 21.7% 92 27.5% 50 30.5% 33 32.4%
借入金・保証債務の引継 210 16.7% 57 23.2% 81 20.7% 40 11.9% 16 9.8% 13 12.7%
従業員の理解 167 13.3% 13 5.3% 59 15.1% 59 17.6% 26 15.9% 10 9.8%
後継者・譲渡先の探索 112 8.9% 32 13.0% 31 7.9% 25 7.5% 15 9.1% 9 8.8%
適切な相談相手・機関の選定 107 8.5% 19 7.7% 35 9.0% 29 8.7% 15 9.1% 9 8.8%
引退後の生活設計 53 4.2% 28 11.4% 17 4.3% 8 2.4% 0 0.0% 0 0.0%
古参従業員の処遇 56 4.5% 8 3.3% 26 6.6% 11 3.3% 7 4.3% 4 3.9%
分散した株式の集中 45 3.6% 2 0.8% 9 2.3% 22 6.6% 6 3.7% 5 4.9%
事業に関与していない親族の理解 36 2.9% 4 1.6% 14 3.6% 7 2.1% 3 1.8% 8 7.8%
Ｍ＆Ａにかかる費用 10 0.8% 4 1.6% 4 1.0% 1 0.3% 1 0.6% 0 0.0%
その他 15 1.2% 4 1.6% 2 0.5% 6 1.8% 2 1.2% 1 1.0%

【事業承継の準備・対策を行う上での課題(上位３つ）】
全規模 0～5人 6～20人 21～50人 51～100人 101～300人

(n=1254) (n=755) (n=340) (n=149)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
後継者の教育 725 57.8% 455 60.3% 190 55.9% 76 51.0%
事業の磨き上げ(魅力向上) 521 41.5% 304 40.3% 148 43.5% 66 44.3%
社内体制の見直し 404 32.2% 235 31.1% 121 35.6% 44 29.5%
取引先との関係維持 333 26.6% 205 27.2% 85 25.0% 42 28.2%
承継後の事業計画 361 28.8% 202 26.8% 103 30.3% 53 35.6%
後継者への株式・事業用資産の譲渡(相続)・税制 305 24.3% 225 29.8% 56 16.5% 21 14.1%
借入金・保証債務の引継 210 16.7% 94 12.5% 73 21.5% 39 26.2%
従業員の理解 167 13.3% 110 14.6% 42 12.4% 14 9.4%
後継者・譲渡先の探索 112 8.9% 64 8.5% 35 10.3% 13 8.7%
適切な相談相手・機関の選定 107 8.5% 62 8.2% 32 9.4% 13 8.7%
古参従業員の処遇 56 4.5% 31 4.1% 19 5.6% 6 4.0%
引退後の生活設計 53 4.2% 20 2.6% 19 5.6% 13 8.7%
分散した株式の集中 45 3.6% 26 3.4% 14 4.1% 5 3.4%
事業に関与していない親族の理解 36 2.9% 23 3.0% 7 2.1% 6 4.0%
Ｍ＆Ａにかかる費用 10 0.8% 6 0.8% 4 1.2% 0 0.0%
その他 15 1.2% 9 1.2% 4 1.2% 2 1.3%

【事業承継の準備・対策を行う上での課題(上位３つ）】
全体 黒字 収支トントン 赤字
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（４）自分の代での廃業を検討している理由について 

【全体】「後継者がいないため」が４１．４％と最も高く、「当初から自分一代でやめる考え」が３

５．０％と続いている。 

【会社形態別】［個人］の５割超が「当初から自分一代でやめる考え」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

90.0%

54.0%

91.3%

10.0%

46.0%

8.7%

全体

個人

法人

事業を継続する意向
自分の代での
廃業を検討

(n=1446)

(n=50)

(n=1396)

（再掲） 

41.4%

35.0%

25.0%

12.1%

34.8%

56.5%

13.0%

4.3%

42.7%

30.8%

27.4%

13.7%

後継者がいないため

当初から自分一代でやめる考え

事業に将来性がない

経営状況が悪化している

(悪化する懸念がある）

全体

個人

法人

(n=140)

(n=23)

(n=117)
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Ⅴ．参考資料＜集計表＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
黒字 836 57.9% 378 47.4% 446 70.9% 195 59.3% 131 66.8% 240 64.7% 29 35.8% 241 51.5%
収支トントン 408 28.2% 273 34.2% 131 20.8% 90 27.4% 46 23.5% 88 23.7% 32 39.5% 152 32.5%
赤字 201 13.9% 147 18.4% 52 8.3% 44 13.4% 19 9.7% 43 11.6% 20 24.7% 75 16.0%

1445 100% 798 100% 629 100% 329 100% 196 100% 371 100% 81 100% 468 100%

卸売業 小売業 サービス業
【収益状況(経常利益)】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
黒字 817 56.5% 373 46.7% 434 68.9% 186 56.4% 118 60.2% 234 63.1% 29 35.4% 250 53.5%
収支トントン 544 37.6% 356 44.6% 181 28.7% 131 39.7% 67 34.2% 123 33.2% 40 48.8% 183 39.2%
赤字 85 5.9% 69 8.6% 15 2.4% 13 3.9% 11 5.6% 14 3.8% 13 15.9% 34 7.3%

1446 100% 798 100% 630 100% 330 100% 196 100% 371 100% 82 100% 467 100%

小売業 サービス業
【収益見通し(経常利益)】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業

(n=1427) (n=785) (n=624) (n=324) (n=194) (n=368) (n=79) (n=462)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
503 35.2% 226 28.8% 269 43.1% 168 51.9% 13 6.7% 237 64.4% 23 29.1% 62 13.4%

輸出を行っている　　　　　　 277 19.4% 112 14.3% 158 25.3% 121 37.3% 4 2.1% 133 36.1% 9 11.4% 10 2.2%
輸入を行っている　　　　　　 325 22.8% 147 18.7% 172 27.6% 106 32.7% 4 2.1% 174 47.3% 18 22.8% 23 5.0%
海外に自社の生産・営業拠点がある 104 7.3% 23 2.9% 78 12.5% 46 14.2% 3 1.5% 42 11.4% 1 1.3% 12 2.6%
海外企業と生産や販売に係わる
業務委託契約を行っている

138 9.7% 57 7.3% 77 12.3% 46 14.2% 3 1.5% 55 14.9% 2 2.5% 32 6.9%

924 64.8% 559 71.2% 355 56.9% 156 48.1% 181 93.3% 131 35.6% 56 70.9% 400 86.6%

海外との取引を行っている

海外との取引は行っていない

【海外との取引状況】
サービス業全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
拡大見込 311 21.4% 168 20.8% 141 22.3% 51 15.4% 58 29.4% 72 19.3% 14 16.9% 116 24.6%
横ばい 741 50.9% 393 48.8% 337 53.4% 174 52.6% 100 50.8% 194 52.0% 34 41.0% 239 50.7%
縮小見込 306 21.0% 187 23.2% 115 18.2% 88 26.6% 26 13.2% 80 21.4% 26 31.3% 86 18.3%
わからない 97 6.7% 58 7.2% 38 6.0% 18 5.4% 13 6.6% 27 7.2% 9 10.8% 30 6.4%

1455 100% 806 100% 631 100% 331 100% 197 100% 373 100% 83 100% 471 100%

小売業 サービス業卸売業
【業界の中期展望】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
激化する 685 47.1% 341 42.3% 334 52.9% 152 45.9% 84 42.6% 190 50.9% 27 32.5% 232 49.3%
横ばい 613 42.1% 354 43.9% 251 39.8% 149 45.0% 92 46.7% 146 39.1% 41 49.4% 185 39.3%
緩和する 30 2.1% 20 2.5% 10 1.6% 5 1.5% 3 1.5% 6 1.6% 4 4.8% 12 2.5%
わからない 127 8.7% 91 11.3% 36 5.7% 25 7.6% 18 9.1% 31 8.3% 11 13.3% 42 8.9%

1455 100% 806 100% 631 100% 331 100% 197 100% 373 100% 83 100% 471 100%

小売業 サービス業
【業界の競争環境】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
拡大 608 41.8% 299 37.1% 301 47.7% 144 43.5% 68 34.5% 171 45.8% 28 33.7% 197 41.8%
現状維持 714 49.1% 410 50.9% 296 46.9% 164 49.5% 113 57.4% 171 45.8% 41 49.4% 225 47.8%
縮小 61 4.2% 43 5.3% 17 2.7% 14 4.2% 4 2.0% 17 4.6% 7 8.4% 19 4.0%
廃業の検討 20 1.4% 18 2.2% 2 0.3% 1 0.3% 6 3.0% 4 1.1% 4 4.8% 5 1.1%
わからない 52 3.6% 36 4.5% 15 2.4% 8 2.4% 6 3.0% 10 2.7% 3 3.6% 25 5.3%

1455 100% 806 100% 631 100% 331 100% 197 100% 373 100% 83 100% 471 100%

サービス業
【貴社の事業方針】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
増加 544 37.3% 282 35.0% 255 40.2% 119 36.0% 75 37.9% 146 39.1% 27 32.5% 177 37.5%
変わらない 475 32.6% 273 33.9% 197 31.1% 105 31.7% 71 35.9% 96 25.7% 17 20.5% 186 39.4%
減少 438 30.1% 250 31.1% 182 28.7% 107 32.3% 52 26.3% 131 35.1% 39 47.0% 109 23.1%

1457 100% 805 100% 634 100% 331 100% 198 100% 373 100% 83 100% 472 100%

【売上高】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
増加 527 36.5% 264 33.2% 257 40.8% 121 36.9% 65 33.2% 146 39.4% 27 32.9% 168 36.0%
変わらない 511 35.4% 297 37.3% 208 33.0% 103 31.4% 82 41.8% 106 28.6% 18 22.0% 202 43.3%
減少 406 28.1% 235 29.5% 165 26.2% 104 31.7% 49 25.0% 119 32.1% 37 45.1% 97 20.8%

1444 100% 796 100% 630 100% 328 100% 196 100% 371 100% 82 100% 467 100%

サービス業0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業
【販売・受注量】

全規模

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
上昇 257 17.8% 144 18.1% 110 17.5% 40 12.2% 40 20.5% 85 22.9% 15 18.3% 77 16.5%
変わらない 873 60.5% 481 60.5% 377 59.8% 220 67.1% 119 61.0% 196 52.8% 35 42.7% 303 64.9%
下落 313 21.7% 170 21.4% 143 22.7% 68 20.7% 36 18.5% 90 24.3% 32 39.0% 87 18.6%

1443 100% 795 100% 630 100% 328 100% 195 100% 371 100% 82 100% 467 100%

【販売・受注単価】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業
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(n=1445) (n=796) (n=631) (n=331) (n=194) (n=371) (n=83) (n=466)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
顧客ニーズに対するきめ細やかな対応
(ロット、納期、品揃え、アフターサービス等)

799 55.3% 421 52.9% 365 57.8% 195 58.9% 103 53.1% 232 62.5% 51 61.4% 218 46.8%

営業・販売体制の見直し・強化　　　 770 53.3% 395 49.6% 365 57.8% 166 50.2% 93 47.9% 237 63.9% 52 62.7% 222 47.6%
既存製品・サービスの高付加価値化　　 741 51.3% 366 46.0% 359 56.9% 183 55.3% 81 41.8% 192 51.8% 40 48.2% 245 52.6%
新製品・新サービスの開発　　　　　 627 43.4% 301 37.8% 314 49.8% 202 61.0% 30 15.5% 185 49.9% 32 38.6% 178 38.2%
新分野への進出　　　　　　　　 445 30.8% 235 29.5% 204 32.3% 117 35.3% 36 18.6% 125 33.7% 22 26.5% 145 31.1%
価格競争力の強化　　　　　　　 366 25.3% 160 20.1% 201 31.9% 100 30.2% 70 36.1% 108 29.1% 15 18.1% 73 15.7%
海外需要の開拓　　　　　　　　 209 14.5% 90 11.3% 113 17.9% 90 27.2% 3 1.5% 74 19.9% 9 10.8% 33 7.1%
その他　　　　　　　　　　　 62 4.3% 37 4.6% 25 4.0% 11 3.3% 7 3.6% 9 2.4% 4 4.8% 31 6.7%

卸売業 小売業 サービス業
【売上拡大に向け今後注力していきたい取組】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

(n=1436) (n=790) (n=628) (n=329) (n=195) (n=366) (n=82) (n=464)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
人材の不足　　　　　 1060 73.8% 543 68.7% 502 79.9% 238 72.3% 171 87.7% 259 70.8% 52 63.4% 340 73.3%
製品・サービス・技術の不足 557 38.8% 259 32.8% 287 45.7% 152 46.2% 67 34.4% 162 44.3% 29 35.4% 147 31.7%
資金の不足　　　　　 385 26.8% 282 35.7% 101 16.1% 91 27.7% 35 17.9% 80 21.9% 34 41.5% 145 31.3%
知識・ノウハウの不足　　 382 26.6% 192 24.3% 188 29.9% 84 25.5% 37 19.0% 104 28.4% 21 25.6% 136 29.3%
市場情報の不足　　　　 292 20.3% 155 19.6% 136 21.7% 83 25.2% 22 11.3% 100 27.3% 18 22.0% 69 14.9%
設備の老朽化・不足　　 282 19.6% 128 16.2% 150 23.9% 134 40.7% 17 8.7% 36 9.8% 11 13.4% 84 18.1%
許認可等に係わる規制・制度 156 10.9% 83 10.5% 70 11.1% 26 7.9% 29 14.9% 35 9.6% 8 9.8% 58 12.5%
その他　　　　　　　 60 4.2% 31 3.9% 29 4.6% 18 5.5% 7 3.6% 10 2.7% 1 1.2% 24 5.2%

小売業 サービス業
【売上拡大に取組む上での課題】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業

(n=1426) (n=783) (n=625) (n=326) (n=194) (n=362) (n=82) (n=462)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
価格競争の激化　　　　　 755 52.9% 377 48.1% 369 59.0% 189 58.0% 110 56.7% 226 62.4% 31 37.8% 199 43.1%
市場ニーズの変化・多様化　　 597 41.9% 312 39.8% 274 43.8% 154 47.2% 41 21.1% 175 48.3% 43 52.4% 184 39.8%
消費者の低価格志向　　　　 395 27.7% 258 33.0% 134 21.4% 82 25.2% 46 23.7% 101 27.9% 40 48.8% 126 27.3%
参入事業者の増加による過当競争 348 24.4% 210 26.8% 136 21.8% 55 16.9% 59 30.4% 79 21.8% 21 25.6% 134 29.0%
取引先の業績悪化、廃業　　　　 308 21.6% 177 22.6% 126 20.2% 83 25.5% 24 12.4% 109 30.1% 12 14.6% 80 17.3%
少子化・高齢化　　　　　　　 303 21.2% 165 21.1% 132 21.1% 45 13.8% 60 30.9% 50 13.8% 25 30.5% 123 26.6%
取引先からの値下げ要請　　　 300 21.0% 145 18.5% 151 24.2% 81 24.8% 52 26.8% 96 26.5% 6 7.3% 65 14.1%
消費マインドの低下　　　　　 287 20.1% 169 21.6% 111 17.8% 65 19.9% 19 9.8% 99 27.3% 31 37.8% 73 15.8%
採用環境の悪化　　　　　　 275 19.3% 111 14.2% 157 25.1% 36 11.0% 66 34.0% 35 9.7% 9 11.0% 129 27.9%
ITの進展によるビジネス環境の変化 162 11.4% 93 11.9% 66 10.6% 42 12.9% 15 7.7% 26 7.2% 13 15.9% 66 14.3%
公共事業の減少　　　　　　 125 8.8% 62 7.9% 62 9.9% 37 11.3% 37 19.1% 20 5.5% 2 2.4% 29 6.3%
海外の経済動向　　　　　　 124 8.7% 64 8.2% 59 9.4% 45 13.8% 4 2.1% 56 15.5% 5 6.1% 14 3.0%
取引先の海外移転の増加　　　 104 7.3% 39 5.0% 64 10.2% 49 15.0% 1 0.5% 47 13.0% 2 2.4% 5 1.1%
商圏内の人口減少　　　　　 69 4.8% 40 5.1% 27 4.3% 13 4.0% 9 4.6% 16 4.4% 6 7.3% 25 5.4%
その他　　　　　　　　　 64 4.5% 40 5.1% 23 3.7% 11 3.4% 9 4.6% 16 4.4% 3 3.7% 25 5.4%

【売上拡大を阻害している外部環境】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
上昇 912 64.4% 418 54.4% 480 76.3% 220 67.7% 139 71.6% 225 61.1% 39 49.4% 289 64.2%
不変 434 30.6% 303 39.4% 130 20.7% 88 27.1% 53 27.3% 121 32.9% 31 39.2% 141 31.3%
下落 70 4.9% 48 6.2% 19 3.0% 17 5.2% 2 1.0% 22 6.0% 9 11.4% 20 4.4%

1416 100% 769 100% 629 100% 325 100% 194 100% 368 100% 79 100% 450 100%

卸売業 小売業 サービス業
【事業コストの変動(人件費)】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
上昇 674 50.9% 367 51.8% 298 49.8% 165 51.9% 102 55.4% 189 53.8% 43 56.6% 175 44.3%
不変 571 43.1% 312 44.1% 252 42.1% 132 41.5% 75 40.8% 132 37.6% 29 38.2% 203 51.4%
下落 79 6.0% 29 4.1% 48 8.0% 21 6.6% 7 3.8% 30 8.5% 4 5.3% 17 4.3%

1324 100% 708 100% 598 100% 318 100% 184 100% 351 100% 76 100% 395 100%

小売業 サービス業【事業コストの変動
(商品仕入単価・原材料

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
上昇 447 34.2% 224 32.0% 213 36.2% 115 36.7% 71 39.9% 107 31.5% 29 37.7% 125 31.4%
不変 758 58.0% 433 61.9% 319 54.2% 174 55.6% 101 56.7% 203 59.7% 42 54.5% 238 59.8%
下落 101 7.7% 42 6.0% 57 9.7% 24 7.7% 6 3.4% 30 8.8% 6 7.8% 35 8.8%

1306 100% 699 100% 589 100% 313 100% 178 100% 340 100% 77 100% 398 100%

サービス業
【事業コストの変動 (燃料・水道光熱費)】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
全て転嫁できている 125 11.7% 81 15.1% 43 8.4% 20 7.9% 23 14.7% 44 16.2% 6 11.1% 32 9.7%
一部しか転嫁できていない 628 59.0% 297 55.4% 323 63.0% 139 54.9% 103 66.0% 172 63.2% 32 59.3% 182 55.3%
全く転嫁できていない 311 29.2% 158 29.5% 147 28.7% 94 37.2% 30 19.2% 56 20.6% 16 29.6% 115 35.0%

合計 1064 100% 536 100% 513 100% 253 100% 156 100% 272 100% 54 100% 329 100%

【上昇分の転嫁】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業
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件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
不足 831 57.4% 425 53.1% 397 63.1% 175 53.4% 154 78.6% 165 44.4% 40 48.2% 297 63.3%
適正 556 38.4% 353 44.1% 195 31.0% 128 39.0% 41 20.9% 191 51.3% 38 45.8% 158 33.7%
過剰 61 4.2% 23 2.9% 37 5.9% 25 7.6% 1 0.5% 16 4.3% 5 6.0% 14 3.0%

1448 100% 801 100% 629 100% 328 100% 196 100% 372 100% 83 100% 469 100%

卸売業 小売業 サービス業
【人員の過不足状況】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
ある 754 51.8% 379 47.1% 364 57.5% 185 55.9% 104 52.5% 226 60.8% 33 39.3% 206 43.8%
ない 701 48.2% 425 52.9% 269 42.5% 146 44.1% 94 47.5% 146 39.2% 51 60.7% 264 56.2%

1455 100% 804 100% 633 100% 331 100% 198 100% 372 100% 84 100% 470 100%

小売業 サービス業
【借入予定】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業

(n=747) (n=374) (n=362) (n=183) (n=104) (n=222) (n=33) (n=205)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
通常の運転資金　　　　 496 66.4% 250 66.8% 237 65.5% 111 60.7% 76 73.1% 168 75.7% 18 54.5% 123 60.0%
売上(受注)増に伴う　　 増加運転資金　　　　 227 30.4% 123 32.9% 104 28.7% 45 24.6% 38 36.5% 77 34.7% 8 24.2% 59 28.8%
新規設備投資に係わる資金 174 23.3% 57 15.2% 112 30.9% 80 43.7% 9 8.7% 25 11.3% 7 21.2% 53 25.9%
既存設備の改修・定期更新に 係わる資金 141 18.9% 47 12.6% 91 25.1% 66 36.1% 5 4.8% 29 13.1% 6 18.2% 35 17.1%
新規事業に係わる資金　　 109 14.6% 64 17.1% 43 11.9% 23 12.6% 6 5.8% 23 10.4% 9 27.3% 48 23.4%
研究開発資金　　　　　 57 7.6% 30 8.0% 25 6.9% 26 14.2% 0 0.0% 13 5.9% 2 6.1% 16 7.8%
その他　　　　　　　 20 2.7% 12 3.2% 7 1.9% 4 2.2% 2 1.9% 7 3.2% 0 0.0% 7 3.4%

サービス業
【借入の資金使途】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業

(n=691) (n=420) (n=264) (n=144) (n=93) (n=142) (n=50) (n=262)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
十分な手元資金がある 329 47.6% 157 37.4% 166 62.9% 77 53.5% 51 54.8% 79 55.6% 18 36.0% 104 39.7%
資金需要がない　　 214 31.0% 136 32.4% 77 29.2% 38 26.4% 23 24.7% 37 26.1% 15 30.0% 101 38.5%
直近で資金調達を行った 167 24.2% 101 24.0% 64 24.2% 37 25.7% 19 20.4% 36 25.4% 16 32.0% 59 22.5%
借入枠に余裕がない　 60 8.7% 50 11.9% 10 3.8% 14 9.7% 8 8.6% 11 7.7% 4 8.0% 23 8.8%
業績が悪化している　 33 4.8% 29 6.9% 4 1.5% 4 2.8% 7 7.5% 4 2.8% 4 8.0% 14 5.3%
直近の決算書で　　 金融機関に断られた　 15 2.2% 14 3.3% 1 0.4% 2 1.4% 5 5.4% 1 0.7% 0 0.0% 7 2.7%
その他　　　　　 27 3.9% 22 5.2% 5 1.9% 4 2.8% 1 1.1% 7 4.9% 3 6.0% 12 4.6%

【借入しない理由】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

(n=1442) (n=793) (n=631) (n=328) (n=196) (n=368) (n=82) (n=468)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
新規設備投資を行った 185 12.8% 80 10.1% 103 16.3% 47 14.3% 24 12.2% 38 10.3% 12 14.6% 64 13.7%
新規設備投資、既存設備の
改修・定期更新を共に行った

220 15.3% 66 8.3% 146 23.1% 86 26.2% 28 14.3% 43 11.7% 8 9.8% 55 11.8%

既存設備の改修・定期更新を行った 318 22.1% 137 17.3% 175 27.7% 88 26.8% 35 17.9% 78 21.2% 5 6.1% 112 23.9%
設備投資を行わなかった 719 49.9% 510 64.3% 207 32.8% 107 32.6% 109 55.6% 209 56.8% 57 69.5% 237 50.6%

1442 100% 793 100% 631 100% 328 100% 196 100% 368 100% 82 100% 468 100%

卸売業 小売業 サービス業
【2016年の実施状況】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数
設備投資減税 84 21 60 34 11 20 2 17
革新的ものづくり・商業・
サービス開発支援補助金

62 20 41 39 6 6 0 11

中小企業等の省エネ・生産性
革命投資促進事業費補助金

28 7 20 11 3 5 1 8

小規模事業者持続化補助金 19 16 3 6 2 2 0 9
革新的サービスの事業化 支援事業助成金 6 2 4 1 1 2 0 2
軽減税率対策補助金 5 2 2 1 2 0 0 2
成長産業等設備投資 特別支援助成事業 5 3 2 2 0 2 0 1
その他 14 6 8 3 0 3 1 7

【2016年の設備投資で利用した補助金・税制】

(n=1420) (n=779) (n=623) (n=326) (n=192) (n=362) (n=77) (n=463)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
新規設備投資を行う予定 208 14.6% 101 13.0% 104 16.7% 55 16.9% 31 16.1% 38 10.5% 13 16.9% 71 15.3%
新規設備投資、既存設備の
改修・定期更新を共に行う予定

222 15.6% 65 8.3% 149 23.9% 98 30.1% 17 8.9% 40 11.0% 8 10.4% 59 12.7%

既存設備の改修・定期更新を行う予定 328 23.1% 147 18.9% 176 28.3% 79 24.2% 41 21.4% 90 24.9% 11 14.3% 107 23.1%
設備投資を行わない予定 662 46.6% 466 59.8% 194 31.1% 94 28.8% 103 53.6% 194 53.6% 45 58.4% 226 48.8%

1420 100% 779 100% 623 100% 326 100% 192 100% 362 100% 77 100% 463 100%

サービス業
【2017年の実施予定】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数 件数
機械設備(製造設備) 254 59 189 173 20 32 3 26
パソコン・レジスター 161 80 76 20 16 46 5 74
構築物・建物付属設備 148 55 88 30 13 42 9 54
ソフトウェア 145 62 78 30 11 40 5 59
建物(本社・支社)・工場 136 46 85 32 13 40 8 43
車両及び運搬具 136 51 81 24 21 36 4 51
工具・器具(工具・試験機器等) 114 40 70 41 27 25 3 18
備品(冷蔵庫・陳列棚等） 53 19 31 10 3 14 3 23
その他 36 19 17 4 3 7 0 22

【2017年実施予定の設備投資の内容】
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(n=1440) (n=795) (n=627) (n=329) (n=195) (n=369) (n=82) (n=465)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
人材確保への支援　　 761 52.8% 353 44.4% 396 63.2% 158 48.0% 152 77.9% 166 45.0% 29 35.4% 256 55.1%
資金繰り支援　　　　　 618 42.9% 427 53.7% 189 30.1% 129 39.2% 87 44.6% 141 38.2% 40 48.8% 221 47.5%
人材育成への支援　　　 565 39.2% 250 31.4% 302 48.2% 132 40.1% 98 50.3% 135 36.6% 17 20.7% 183 39.4%
中小企業関連税制の拡充 488 33.9% 239 30.1% 240 38.3% 110 33.4% 70 35.9% 139 37.7% 32 39.0% 137 29.5%
事業承継への支援　　　 408 28.3% 236 29.7% 170 27.1% 91 27.7% 60 30.8% 119 32.2% 27 32.9% 111 23.9%
販路開拓・マーケティング支援 321 22.3% 201 25.3% 117 18.7% 80 24.3% 19 9.7% 111 30.1% 26 31.7% 85 18.3%
新分野への進出支援 284 19.7% 160 20.1% 118 18.8% 69 21.0% 21 10.8% 81 22.0% 16 19.5% 97 20.9%
中小企業支援施策の情報発信や申請支援 211 14.7% 114 14.3% 94 15.0% 65 19.8% 31 15.9% 57 15.4% 10 12.2% 48 10.3%
製品・サービス開発への支援 182 12.6% 101 12.7% 78 12.4% 74 22.5% 6 3.1% 47 12.7% 8 9.8% 47 10.1%
IT化支援(HP改良や業務システム導入支援等) 164 11.4% 87 10.9% 73 11.6% 44 13.4% 9 4.6% 44 11.9% 6 7.3% 61 13.1%
経営革新支援(経営戦略の作成等) 151 10.5% 74 9.3% 76 12.1% 33 10.0% 15 7.7% 45 12.2% 8 9.8% 50 10.8%
海外展開支援 142 9.9% 71 8.9% 67 10.7% 43 13.1% 6 3.1% 58 15.7% 5 6.1% 30 6.5%
Ｍ＆Ａに係わる支援 116 8.1% 47 5.9% 67 10.7% 29 8.8% 10 5.1% 37 10.0% 4 4.9% 36 7.7%
企業間連携の促進 98 6.8% 45 5.7% 51 8.1% 21 6.4% 12 6.2% 27 7.3% 5 6.1% 33 7.1%
下請取引の監視・指導 95 6.6% 44 5.5% 51 8.1% 26 7.9% 25 12.8% 16 4.3% 2 2.4% 26 5.6%
ＢＣＰ(事業継続計画）策定支援 92 6.4% 24 3.0% 66 10.5% 22 6.7% 15 7.7% 19 5.1% 3 3.7% 33 7.1%
消費税の価格転嫁対策 86 6.0% 61 7.7% 23 3.7% 17 5.2% 17 8.7% 13 3.5% 13 15.9% 26 5.6%
事業再生支援(改善計画作成、金融調整等) 78 5.4% 51 6.4% 25 4.0% 17 5.2% 6 3.1% 23 6.2% 7 8.5% 25 5.4%
産学官連携の促進 68 4.7% 25 3.1% 42 6.7% 23 7.0% 6 3.1% 15 4.1% 3 3.7% 21 4.5%
地域活性化(観光、コミュニティ等)支援 66 4.6% 53 6.7% 11 1.8% 9 2.7% 4 2.1% 5 1.4% 7 8.5% 41 8.8%
知的財産権の保護・活用支援 61 4.2% 32 4.0% 28 4.5% 18 5.5% 3 1.5% 20 5.4% 4 4.9% 16 3.4%
創業・ベンチャー企業支援 60 4.2% 52 6.5% 8 1.3% 4 1.2% 6 3.1% 10 2.7% 3 3.7% 37 8.0%
省エネ対策への支援(設備導入、コンサル等) 46 3.2% 23 2.9% 22 3.5% 17 5.2% 4 2.1% 6 1.6% 4 4.9% 15 3.2%
特にない 88 6.1% 57 7.2% 30 4.8% 21 6.4% 12 6.2% 24 6.5% 7 8.5% 24 5.2%

小売業 サービス業
【今後強化すべき中小企業関連支援策・制度】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
名称・内容ともに知っている 133 9.2% 61 7.6% 68 10.8% 34 10.3% 17 8.6% 37 10.0% 3 3.6% 42 9.0%
名称のみ知っている 635 43.8% 331 41.2% 295 47.0% 155 47.1% 95 48.2% 148 39.9% 34 41.0% 203 43.3%
名称内容ともに知らなかった 681 47.0% 412 51.2% 264 42.1% 140 42.6% 85 43.1% 186 50.1% 46 55.4% 224 47.8%

1449 100% 804 100% 627 100% 329 100% 197 100% 371 100% 83 100% 469 100%

卸売業 小売業 サービス業
【事業承継ガイドラインの認知度】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
事業を継続する意向 1302 90.0% 662 83.1% 622 98.6% 313 95.1% 176 90.3% 345 93.2% 66 78.6% 402 85.9%
自分の代での廃業を検討 144 10.0% 135 16.9% 9 1.4% 16 4.9% 19 9.7% 25 6.8% 18 21.4% 66 14.1%

1446 100% 797 100% 631 100% 329 100% 195 100% 370 100% 84 100% 468 100%

【次世代への事業方針】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
事業を継続する意向 1302 90.0% 27 54.0% 1275 91.3% 394 81.7% 422 91.5% 231 95.9% 252 97.7%
自分の代での廃業を検討 144 10.0% 23 46.0% 121 8.7% 88 18.3% 39 8.5% 10 4.1% 6 2.3%

1446 100% 50 100% 1396 100% 482 100% 461 100% 241 100% 258 100%

法人個人
【次世代への事業方針】

全体 四代目以降三代目二代目初代

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
１年以内 64 5.0% 8 3.1% 3 0.8% 19 4.7% 34 13.1%
１～５年以内 409 32.0% 10 3.8% 38 10.8% 184 45.7% 177 68.3%
５～１０年以内 336 26.3% 23 8.8% 107 30.3% 164 40.7% 42 16.2%
１０年以上後 468 36.6% 221 84.4% 205 58.1% 36 8.9% 6 2.3%

1277 100% 262 100% 353 100% 403 100% 259 100%

全体 70歳以上60～69歳50～59歳49歳以下
【承継する時期の目安】

(n=1297) (n=660) (n=619) (n=310) (n=175) (n=345) (n=66) (n=401)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
日々の経営を優先し、具体的な検討には至っていない 373 28.8% 201 30.5% 166 26.8% 80 25.8% 47 26.9% 92 26.7% 20 30.3% 134 33.4%
自分がまだ若いので後継者を決める必要がない 247 19.0% 133 20.2% 104 16.8% 45 14.5% 36 20.6% 70 20.3% 12 18.2% 84 20.9%
後継者が決まっている 367 28.3% 185 28.0% 180 29.1% 105 33.9% 49 28.0% 96 27.8% 20 30.3% 97 24.2%
後継者候補がいる 365 28.1% 164 24.8% 196 31.7% 77 24.8% 53 30.3% 97 28.1% 20 30.3% 118 29.4%
後継者候補を探している 180 13.9% 96 14.5% 84 13.6% 47 15.2% 29 16.6% 45 13.0% 5 7.6% 54 13.5%
事業の譲渡売却を検討している 61 4.7% 39 5.9% 22 3.6% 15 4.8% 7 4.0% 17 4.9% 4 6.1% 18 4.5%

卸売業 小売業 サービス業
【後継者の状況】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業

(n=1283) (n=650) (n=615) (n=309) (n=174) (n=339) (n=64) (n=397)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
息子・娘 579 45.1% 300 46.2% 266 43.3% 161 52.1% 72 41.4% 160 47.2% 34 53.1% 152 38.3%
娘婿 52 4.1% 29 4.5% 22 3.6% 19 6.1% 8 4.6% 11 3.2% 2 3.1% 12 3.0%
配偶者 16 1.2% 13 2.0% 3 0.5% 3 1.0% 0 0.0% 2 0.6% 0 0.0% 11 2.8%
親族 126 9.8% 48 7.4% 77 12.5% 38 12.3% 24 13.8% 26 7.7% 6 9.4% 32 8.1%
従業員 387 30.2% 196 30.2% 190 30.9% 65 21.0% 64 36.8% 104 30.7% 14 21.9% 140 35.3%
社外から登用 173 13.5% 83 12.8% 89 14.5% 36 11.7% 23 13.2% 48 14.2% 7 10.9% 59 14.9%
その他 33 2.6% 13 2.0% 20 3.3% 7 2.3% 2 1.1% 7 2.1% 2 3.1% 15 3.8%
未定 262 20.4% 138 21.2% 119 19.3% 54 17.5% 36 20.7% 70 20.6% 13 20.3% 89 22.4%

【現在想定している後継者候補】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業
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(n=1254) (n=637) (n=601) (n=297) (n=172) (n=333) (n=62) (n=390)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
後継者の教育 725 57.8% 361 56.7% 354 58.9% 172 57.9% 98 57.0% 192 57.7% 33 53.2% 230 59.0%
事業の磨き上げ(魅力向上) 521 41.5% 263 41.3% 248 41.3% 128 43.1% 62 36.0% 138 41.4% 31 50.0% 162 41.5%
社内体制の見直し 404 32.2% 190 29.8% 207 34.4% 86 29.0% 57 33.1% 115 34.5% 19 30.6% 127 32.6%
承継後の事業計画 361 28.8% 194 30.5% 163 27.1% 80 26.9% 45 26.2% 90 27.0% 19 30.6% 127 32.6%
取引先との関係維持 333 26.6% 171 26.8% 157 26.1% 70 23.6% 55 32.0% 116 34.8% 11 17.7% 81 20.8%
後継者への株式・事業用資産の譲渡(相続)・税制 305 24.3% 126 19.8% 175 29.1% 93 31.3% 42 24.4% 87 26.1% 11 17.7% 72 18.5%
借入金・保証債務の引継 210 16.7% 138 21.7% 69 11.5% 59 19.9% 25 14.5% 53 15.9% 13 21.0% 60 15.4%
従業員の理解 167 13.3% 72 11.3% 95 15.8% 28 9.4% 36 20.9% 41 12.3% 8 12.9% 54 13.8%
後継者・譲渡先の探索 112 8.9% 63 9.9% 49 8.2% 30 10.1% 13 7.6% 28 8.4% 7 11.3% 34 8.7%
適切な相談相手・機関の選定 107 8.5% 54 8.5% 53 8.8% 23 7.7% 14 8.1% 24 7.2% 7 11.3% 39 10.0%
古参従業員の処遇 56 4.5% 45 7.1% 8 1.3% 11 3.7% 10 5.8% 13 3.9% 3 4.8% 19 4.9%
引退後の生活設計 53 4.2% 34 5.3% 22 3.7% 7 2.4% 7 4.1% 12 3.6% 2 3.2% 25 6.4%
分散した株式の集中 45 3.6% 11 1.7% 33 5.5% 16 5.4% 7 4.1% 14 4.2% 0 0.0% 8 2.1%
事業に関与していない親族の理解 36 2.9% 18 2.8% 18 3.0% 13 4.4% 4 2.3% 8 2.4% 1 1.6% 10 2.6%
Ｍ＆Ａにかかる費用 10 0.8% 8 1.3% 2 0.3% 3 1.0% 0 0.0% 5 1.5% 0 0.0% 2 0.5%
その他 15 1.2% 6 0.9% 9 1.5% 3 1.0% 1 0.6% 2 0.6% 1 1.6% 8 2.1%

【事業承継の準備・対策を行う上での課題(上位３つ）】
全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

(n=140) (n=132) (n=8) (n=15) (n=18) (n=25) (n=16) (n=66)

件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％ 件数 ％
後継者がいないため 58 41.4% 52 39.4% 6 75.0% 9 60.0% 9 50.0% 8 32.0% 8 50.0% 24 36.4%
当初から自分一代でやめる考え 49 35.0% 47 35.6% 2 25.0% 3 20.0% 4 22.2% 10 40.0% 1 6.3% 31 47.0%
事業に将来性がない 35 25.0% 35 26.5% 0 0.0% 3 20.0% 7 38.9% 7 28.0% 7 43.8% 11 16.7%
経営状況が悪化している(悪化する懸念がある） 17 12.1% 15 11.4% 2 25.0% 2 13.3% 2 11.1% 2 8.0% 2 12.5% 9 13.6%

卸売業 小売業 サービス業
【自分の代での廃業を検討している理由】

全規模 0～20人 21～300人 製造業 建設業
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中小企業の経営課題に関するアンケート調査票 2017 

東京商工会議所 

◎質問は全部で４ページあります。回答は別紙回答用紙にご回答ください。 

 

問１ 貴社の状況について、お伺いします。（１）～（８）についてそれぞれ該当する番号をご回答ください。（１）について、

具体的な取扱品目・業務内容をご回答ください。 

（１）業 種： 売上高の最も高い業種を１つ選び、併せて具体的な取扱品目・業務内容もご回答ください。 

1. 製造業 2. 建設業 3. 卸売業 4. 小売業 

5. 運輸業 6. 不動産業 7. 飲食業 8. 印刷・出版業 

9. 
ソフトウェア・情

報処理業 
10. 法人向けサービス業 11. 個人向けサービス業 12. その他 

（２）業 歴：回答欄に年数をご回答ください。 

（３）資 本 金：  

1. 個人事業主 2. ５００万円以下 

3. ５００万円超～１千万円以下 4. １千万円超～３千万円以下 

5. ３千万円超～５千万円以下 6. ５千万円超～１億円以下 

7. １億円超～３億円以下 8. ３億円超 

（４）従業員数： 役員を除き、常時使用する従業員数。 

1. ０～５人 2. ６～２０人 3. ２１～５０人 

4. ５１～１００人 5. １０１～３００人 6. ３０１人～ 

（５）売上高（年間）：８～１０月決算の方は直近の決算、それ以外の方は今期の見込み。 

1. １千万円未満 2. １千万円～３千万円未満 3. ３千万円～５千万円未満 

4. ５千万円～１億円未満 5. １億円～５億円未満 6. ５億円～１０億円未満 

7. １０億円～５０億円未満 8. ５０億円～１００億円未満 9. １００億円以上 

（６）収益状況(経常利益)：８～１０月決算の方は直近の決算、それ以外の方は今期の見込み。 

1. 黒字 2. 収支トントン 3. 赤字 

（７）今後の収益(経常利益)見通し：来期の見通し。 

1. 黒字 2. 収支トントン 3. 赤字 

（８）海外との取引状況：該当するものを全てご回答ください。 

1. 輸出を行っている 2. 輸入を行っている 

3. 海外に自社の生産・営業拠点がある 4. 
海外企業と生産や販売に係わる業務委託契

約を行っている 

5. 海外との取引は行っていない   

Ⅰ．事業の見通しについて 

問２ 業界の中期展望：今後３～５年先の貴業界の市場規模の見通しについて、ご回答ください。 

1. 拡大見込 2. 横ばい 3. 縮小見込 4. わからない 

問３ 業界の競争環境：今後３～５年先の貴業界の競争環境の見通しについて、ご回答ください。 

1. 激化する 2. 横ばい 3. 緩和する 4. わからない 

問４ 貴社の事業方針：今後３～５年先の貴社の展望について、ご回答ください。 

1. 拡大 2. 現状維持 3. 縮小 4. 廃業の検討 5. わからない 

◎ＷＥＢからもご回答いただけます→https://www7.webcas.net/form/pub/tokyo-cci/keiei 
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Ⅱ．売上について 

問５ １年前と比べた売上の状況について、該当するものを１つご回答ください。 

（１） 売上高 1. 増加 2. 変わらない 3. 減少 

（２） 販売・受注量 1. 増加 2. 変わらない 3. 減少 

（３） 販売・受注単価 1. 上昇 2. 変わらない 3. 下落 

問６ 売上拡大に向け今後注力していきたい取組について、該当するものを全てご回答ください。 

1. 既存製品・サービスの高付加価値化 2. 新製品・新サービスの開発 

3. 
顧客ニーズに対するきめ細やかな対応（ロット、

納期、品揃え、アフターサービス等） 
4. 価格競争力の強化 

5. 営業・販売体制の見直し・強化 6. 海外需要の獲得 

7. 新分野への進出 8. その他→具体的にご回答ください 

問７ 売上拡大に取組む上での課題について、該当するものを全てご回答ください。 

1. 製品力・サービス力・技術力の不足 2. 資金の不足 3. 人材の不足 

4. 市場情報の不足 5. 知識・ノウハウの不足 6. 許認可等に係わる規制・制度 

7. 設備の老朽化・不足 8. その他→具体的にご回答ください 

問８ 売上拡大を阻害している外部環境について、該当するものを４つまでご回答ください。 

1. 価格競争の激化 2. 参入事業者の増加による過当競争 3. 消費マインドの低下 

4. 消費者の低価格志向 5. 市場ニーズの変化・多様化 6. 取引先の海外移転の増加 

7. 取引先の業績悪化、廃業 8. 取引先からの値下げ要請 9. 商圏内の人口減少 

10. 少子化・高齢化 11. 採用環境の悪化 12. 海外の経済動向 

13. 公共事業の減少 14. ＩＴの進展によるビジネス環境の変化 15. その他→具体的にご回答ください 

問９ １年前と比べた事業コストの変動及び転嫁についてお伺いします。 

（１）①人件費 ②商品仕入単価・原材料費 ③燃料・水道光熱費 のそれぞれの変動について、該当するものを１つ  

ご回答ください。 

1. 上昇 2. 不変 3. 下落 4. 非該当 

（２）（１）で「上昇」と回答した事業コスト全体の転嫁状況について、該当するものを１つご回答ください。 

1. 全く転嫁できていない 2. 一部しか転嫁できていない 3. 全て転嫁できている 

Ⅲ．経営資源について 

問１０ 貴社の人員の過不足状況について、該当するものを１つご回答ください。 

1. 不足 2. 適正 3. 過剰 

問１１ 貴社の資金調達についてお伺いします。 

（１）今後１年間の借入予定について、該当するものを１つご回答ください。 

1. ある 2. ない 

（２）借入の資金使途について、該当するものを      

全てご回答ください。 

A. 売上(受注)増に伴う増加運転資金  Ｈ. 直近で資金調達を行った 

B. 通常の運転資金  Ⅰ. 十分な手元資金がある 

C. 既存設備の改修・定期更新に係わる資金  Ｊ. 資金需要がない 

D. 新規設備投資に係わる資金  Ｋ. 直近の決算書で金融機関に断られた 

E. 新規事業に係わる資金  Ｌ. 業績が悪化している 

F. 研究開発資金  Ｍ. 借入枠に余裕がない 

G. その他 →具体的にお答えください  Ｎ. その他 →具体的にお答えください 

（２）借入予定がない理由について、該当するものを 

全てご回答ください。 
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問１２ 設備投資についてお伺いします。 

（１）昨年(2016 年 1～12 月)の設備投資（国内）について、該当するものを１つご回答ください。 

1. 新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行った 2. 新規設備投資を行った 

3. 既存設備の改修・定期更新を行った 4. 設備投資は行わなかった 

（２）昨年の設備投資について、利用した補助金・税制があれば、該当するものを全てご回答ください。 

1. 
ものづくり補助金（革新的ものづくり・商業・サー

ビス開発支援補助金）＜経産省＞ 
2. 

中小企業等の省エネ・生産性革命投資促進事

業費補助金＜資源エネルギー庁＞ 

3. 小規模事業者持続化補助金＜経産省＞ 4. 軽減税率対策補助金(レジ補助金)＜経産省＞ 

5. 
成長産業等設備投資特別支援助成事業 

＜東京都＞ 
6. 

革新的サービスの事業化支援事業助成金 

＜東京都＞ 

7. 設備投資減税（即時償却・税額控除等） 8. その他 →具体的にご記入ください 

（３）今年(2017 年 1～12 月)の設備投資（国内）の予定について、該当するものを１つご回答ください。 

1. 新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行う予定 2. 新規設備投資を行う予定 

3. 既存設備の改修・定期更新を行う予定 4. 設備投資は行わない予定 

（４）今年実施予定の設備投資（国内）の内容について、該当するものを全てご回答ください。 

1. 機械設備(製造設備) 2. 建物(本社・支社)・工場 3. 構築物・建物付属設備 

4. 工具・器具（工具・試験機器等） 5. 備品（冷蔵庫・陳列棚等） 6. パソコン・レジスター 

7. ソフトウェア 8. 車両及び運搬具 9. その他 

Ⅳ．事業承継について 

 

 

 

問１３ ガイドラインの認知度について、該当するものを１つご回答ください。 

1. 名称、内容ともに知っている 2. 名称のみ知っている 3. 名称、内容ともに知らなかった 

問１４ 現在の経営者のご年齢について、該当するものを１つご回答ください。 

1. 49歳以下 2. 50～54歳 3. 55～59歳 4. 60～64歳 

5. 65～69歳 6. 70～74歳 7. 75～79歳 8. 80歳以上 

問１５ 現在の経営者が何代目の経営者か、該当するものを１つご回答ください。 

1. 初代 2. ２代目 3. ３代目 4. ４代目以降 

問１６ 貴社の次世代への事業方針について、該当するものを 1 つご回答ください。 

1. 事業を継続する意向 →問 17へ 2. 自分の代での廃業を検討 →問 18へ 

問１７ 事業を継続する意向の方にお伺いします。 

（１）後継者の状況について、該当するものを全てご回答ください。 

1. 日々の経営を優先し具体的な検討には至っていない 2. 自分がまだ若いので後継者を決める必要がない 

3. 後継者が決まっている 4. 後継者候補がいる 

5. 後継者・候補者を探している 6. 事業の譲渡・売却を検討している 

（２）現在想定している後継者候補について、該当するものを全てご回答ください。 

1. 息子・娘 2. 娘婿 3. 配偶者 

4. 親族（選択肢１～３除く) 5. 従業員 6. 社外から登用 

7. その他→具体的にご記入ください 8. 未定 

日本社会の高齢化に伴って中小企業経営者の高齢化も進んでおり、中小企業に蓄積されたノウハウや技術と
言った価値を次世代に受け継ぐためにも、円滑な事業承継は重要な課題となっています。2016年 12月には事業
承継ガイドラインが改定され、事業承継に向けた 5つのステップなどが提示されています。 

【事業承継ガイドライン】http://www.meti.go.jp/press/2016/12/20161205002/20161205002.html 
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（３）承継する時期の目安について、該当するものを１つご回答ください。 

1. 1年以内 2. 1～5年以内 3. 5～10年以内 4. 10年以上後 

（４）事業承継の準備・対策を行う上での課題について、該当する上位３つをご回答ください。 →問 19 へ 

1. 事業の磨き上げ（魅力向上） 2. 後継者の教育 3. 承継後の事業計画 

4. 適切な相談相手・機関の選定 5. 後継者・譲渡先の探索 6. 従業員の理解 

7. 社内体制の見直し 8. 取引先との関係維持 9. 古参従業員の処遇 

10. 引退後の生活設計 11. 借入金・保証債務の引継 12. Ｍ＆Ａにかかる費用 

13. 後継者への株式・事業用資産の譲渡(相続)・税制 14. 分散した株式の集中 

15. 事業に関与していない親族の理解 16. その他→具体的にお答えください 

問１８ 問 16 で「2.自分の代での廃業を検討」と回答した理由について、該当するものを全てご回答ください。 

1. 後継者がいないため 2. 当初から自分一代でやめる考え 

3. 事業に将来性がない 4. 経営状況が悪化している(悪化する懸念がある) 

問１９ 事業承継の準備・対策等にあたり、必要な支援や改善すべき項目などについてご意見がございましたらご記

入ください(自由記述)。 

Ⅴ．必要な支援策について 

問２０ 今後強化すべき中小企業関連支援策・制度について、該当するものを５つまでご回答ください。 

1. 資金繰り支援 2. 中小企業関連税制の拡充 

3. 人材確保への支援 4. 人材育成への支援 

5. 事業承継への支援 6. 販路開拓・マーケティング支援 

7. 下請取引の監視・指導 8. 消費税の価格転嫁対策 

9. 中小企業支援施策の情報発信や申請支援 10. 新分野への進出支援 

11. 海外展開支援 12. 経営革新支援（経営戦略の作成等） 

13. ＩＴ化支援（HP改良や業務システム導入支援等） 14. 製品・サービス開発への支援 

15. 企業間連携の促進 16. 産学官連携の促進 

17. Ｍ＆Ａに係わる支援 18. 事業再生支援（改善計画作成、金融調整等） 

19. ＢＣＰ（事業継続計画）策定支援 20. 知的財産権の保護・活用支援 

21. 省エネ対策への支援(設備導入、コンサル等) 22. 創業・ベンチャー企業支援 

23. 地域活性化(観光、コミュニティ等)支援 24. 特にない 

問２１ 補助金や雇用支援など施策情報の入手方法について、該当するものを全てご回答ください。 

1. 新聞(日刊新聞紙) 2. テレビ(ニュース・情報番組) 3. テレビコマーシャル 

4. 商工会議所(東商新聞・メルマガ等) 5. 業種組合からの情報 6. 中小企業支援機関からの情報 

7. 同業者・知人 8. 取引先 9. 顧問税理士 

10. 経営コンサルタント 11. ミラサポ(施策情報サイト) 12. インターネット 

13. その他→具体的にご回答ください 14. 入手していない→どこからの情報が最も入手しやすいですか。 

問２２ 下記の項目のいずれかについてご意見がございましたらご記入ください（自由記述）。 

①設備投資や生産性向上に取組んでいくために必要な政策 

②国や東京都に期待する具体的な支援策、見直すべき法制度や規制等 

③昨今の景況感や今後の展望 

＜キーワード例＞プレミアムフライデー、個人消費、訪日外国人（客単価・来店数）、トランプ氏の 

大統領就任、株高、為替動向（収益改善・悪化）、人手不足・労働問題、業界の課題など 


